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(57)【要約】
　本発明は、脱塩パイプラインシステム(10)に関する。
脱塩パイプラインシステム(10)は、塩水源(14)から延び
、塩水を搬送するための第１パイプライン(12)と、第１
パイプライン(12)に流体連結された少なくとも１つの塩
水脱塩装置(18)を有する。塩水は、第１パイプライン(1
2)から少なくとも１つの脱塩装置(18)に引かれる。各塩
水脱塩装置(18)は、第１パイプライン(12)から引かれた
塩水の少なくとも一部を脱塩するように構成される。各
脱塩装置(18)は、塩水源(14)と目標出口(16)との間を延
びる第２パイプライン(24)に流体連結される。脱塩装置
(18)で脱塩された水は、第２パイプライン(24)に搬送さ
れる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塩水を搬送するために塩水源から延びる第１パイプラインと、
　前記第１パイプラインに流体連結された少なくとも１つの塩水脱塩装置と、を有し、前
記少なくとも１つの塩水脱塩装置は、塩水を前記第１パイプラインから前記少なくとも１
つの脱塩装置に引くことを可能にし、
　各塩水脱塩装置は、前記第１パイプラインから引いた塩水の少なくとも一部を脱塩する
ように構成され、
　各塩水脱塩装置は、前記塩水源と目標出口との間を延びる第２パイプラインに流体連結
され、脱塩装置で脱塩された水が前記第２パイプラインに搬送される、パイプラインシス
テム。
【請求項２】
　前記塩水源から延び且つ第１パイプラインに流体連結された第３パイプラインを有し、
前記第３パイプラインは、第１パイプラインから取出された塩水を各脱塩装置が脱塩して
脱塩水にするとき、第１パイプラインに塩水を補充するように構成される、請求項１に記
載のパイプラインシステム。
【請求項３】
　前記脱塩水は実質的に淡水である、請求項１又は２に記載のパイプラインシステム。
【請求項４】
　前記パイプラインシステムは、モジュール式装置であり、少なくとも１つの脱塩装置モ
ジュールを有し、前記脱塩装置モジュールは、第１パイプラインセクション及び第２パイ
プラインセクションを有する、請求項１～３のいずれか１項に記載のパイプラインシステ
ム。
【請求項５】
　前記脱塩装置モジュールは、第３パイプラインセクションを有する、請求項４に記載の
パイプラインセクション。
【請求項６】
　パイプラインシステムに沿って配置された２つ又は３つ以上の脱塩装置を有する、請求
項１～５のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項７】
　少なくとも２つの脱塩装置が、前記塩水源と目標出口との間で直列に連結される、請求
項６に記載のパイプラインシステム。
【請求項８】
　少なくとも２つの脱塩装置が、前記塩水源と目標出口との間で並列に連結される、請求
項６又は７に記載のパイプラインシステム。
【請求項９】
　前記第１パイプラインから供給される塩水は、各脱塩装置に到達する前に加熱される、
請求項１～８のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１０】
　前記第１パイプラインから各脱塩装置に供給される塩水は、１つ又は２つ以上のソーラ
ー式ヒータによって加熱される、請求項９に記載のパイプラインシステム。
【請求項１１】
　前記第１パイプライン、前記第２パイプライン及び前記第３パイプラインの１つ又は２
つ以上、又は、少なくとも１つの脱塩装置の一部分が断熱される、請求項２及びそれに直
接的又は間接的に従属する請求項３～１０のいずれかに記載のパイプラインシステム。
【請求項１２】
　前記第１パイプライン、前記第２パイプライン及び前記第３パイプラインの各々及び脱
塩装置セクションが断熱される、請求項１１に記載のパイプラインシステム。
【請求項１３】
　前記第２パイプラインは、脱塩プロセスの一部分からエネルギ回収して脱塩プロセスの
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他の部分に再使用するための熱交換装置又はヒートポンプ装置の一部を形成し、又は、そ
れと流体連結される、請求項１～１２のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１４】
　前記第１パイプライン及び第３パイプライン内の塩水を目標出口に向かってポンプ送り
する手段を有する、請求項２及びそれに直接的又は間接的に従属する請求項３～１３のい
ずれかに記載のパイプラインシステム。
【請求項１５】
　前記第２パイプライン内の脱塩された塩水を目標出口に向かってポンプ送りする手段を
有する、請求項１～１４のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１６】
　脱塩パイプラインシステム用の脱塩装置であって、前記脱塩装置は、脱塩チャンバを有
し、前記脱塩チャンバは、
　塩水入口と、
　前記塩水チャンバ内に水を分散させる散水ユニットと、
　蒸発水を前記塩水チャンバ内から取出すための蒸発水出口と、
　蒸発していない塩水を前記塩水チャンバ内から取出すための塩水出口と、
　空気流を前記塩水チャンバ内に供給する手段とを有する、脱塩装置。
【請求項１７】
　前記塩水出口は、塩水供給パイプラインと流体連通する、請求項１６に記載の脱塩装置
。
【請求項１８】
　前記脱塩チャンバは、チャンバ内で生成された塩を収集する集塩器を有する、請求項１
６又は１７に記載の脱塩装置。
【請求項１９】
　前記集塩器は、前記塩水チャンバの外部に配置される、請求項１８に記載の脱塩装置。
【請求項２０】
　塩水を前記塩水チャンバから取出すための１つ又は２つ以上のソーラー動力熱サイホン
又はポンプを有する、請求項１６～１９のいずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２１】
　蒸発水を前記蒸発水出口から抜取るための抜取りファンを有する、請求項１６～２０の
いずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２２】
　前記抜取りファンは、ソーラー動力ユニット及び／又は風力ユニットの１つ又は２つ以
上を動力源とする、請求項２１に記載の脱塩装置。
【請求項２３】
　前記塩水チャンバ内の圧力を低下させる手段を有する、請求項１６～２２のいずれか１
項に記載の脱塩装置。
【請求項２４】
　前記塩水出口はチャンバ用オーバーフローとして設けられ、前記脱塩チャンバ用オーバ
ーフローは、オーバーフローチャンバを介して前記第１パイプラインに流体連結される、
請求項１６～２３のいずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２５】
　脱塩チャンバ内に流入する水を分散させる散水手段であって、
　水が通り且つその水を分散させる１つ又は２つ以上のシャワー、スプレー又は他の散水
装置を有する、散水手段。
【請求項２６】
　塩水を脱塩する方法であって、
　塩水を、塩水入口から脱塩チャンバ内に供給する段階と、
　塩水を前記脱塩チャンバ内で分散させる段階と、
　空気流を前記脱塩チャンバ内に供給する段階と、
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　蒸発水を前記脱塩チャンバから蒸発水出口を通して取出す段階と、
　蒸発していない塩水を前記脱塩チャンバ内から塩水出口を通して取出す段階と、を有す
る方法。
【請求項２７】
　塩を前記脱塩チャンバ内から塩出口を通して取出す段階を有する、請求項２６に記載の
方法。
【請求項２８】
　蒸発していない塩水と一緒に塩を前記脱塩チャンバ内から前記塩水出口を通して取出す
、請求項２６又は２７に記載の方法。
【請求項２９】
　塩水をが前記脱塩チャンバに入る前に塩水を加熱する段階を有する、請求項２６～２８
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３０】
　蒸発水を前記脱塩チャンバ内から取出すことを促進させるために、抜取りファン、ター
ビン又は他の空気流装置を作動させる段階を有する、請求項２６～２９のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項３１】
　前記蒸発水出口と前記脱塩チャンバとの間の圧力差を用いて、蒸発水を前記脱塩チャン
バから前記蒸発水出口を通して取出す段階を有する、請求項２６～３０のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項３２】
　汚染除去された流体を搬送するために汚染除去流体源から延びる第１パイプラインと、
　前記第１パイプラインに流体連結された少なくとも１つの汚染除去ユニットと、を有し
、各汚染除去ユニットは、汚染除去流体を前記第１パイプラインから前記少なくとも１つ
の汚染除去ユニットに引くことを可能にし、
　各汚染除去ユニットは、汚染除去流体源と目標出口との間を延びる第２パイプラインに
流体連結され、前記汚染除去ユニット内で汚染除去された流体が前記第２パイプラインに
搬送される、汚染除去パイプラインシステム。
【請求項３３】
　汚染除去パイプラインシステム用の汚染除去ユニットであって、前記汚染除去ユニット
は、汚染除去チャンバを有し、前記汚染除去チャンバは、
　汚染除去流体の入口と、
　前記汚染除去チャンバ内に汚染除去流体を分散させる分散ユニットと、
　蒸発した流体を前記汚染除去チャンバ内から取出すための蒸発流体出口と、
　蒸発していない汚染流体を前記汚染除去チャンバ内から取出すための汚染流体出口と、
　空気流を前記汚染除去チャンバ内に供給する手段とを有する、汚染除去ユニット。
【請求項３４】
　汚染除去チャンバ内に流入する流体を分散させる流体分散手段であって、
　流体が通り且つその流体を分散させるシャワー、スプレー又は他の流体分散装置の１つ
を有する、流体分散手段。
【請求項３５】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、パイプ
ラインシステム。
【請求項３６】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、脱塩装
置。
【請求項３７】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、塩水を
脱塩する方法。
【請求項３８】



(5) JP 2009-516788 A 2009.4.23

10

20

30

40

50

　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、汚染除
去パイプラインシステム。
【請求項３９】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、汚染除
去ユニット。
【請求項４０】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、流体汚
染除去方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、広くは、水のような流体を源から目的箇所に供給するパイプラインシステム
に関し、より詳しくは、淡水を塩水源から目的箇所に供給するパイプラインシステムに関
し、本願ではこのパイプラインシステムについて全体的に説明する。しかしながら、本発
明は、水又は他の流体から汚染物質を除去すること（但し、これに限定されない）を含む
他の用途にも使用できることを理解されたい。
【背景技術】
【０００２】
　淡水を充分に供給することは、特に、世界の乾燥地域、水不足になり易い地域及び多く
の人口を支える地域においては、現社会の非常に大きい問題である。
【０００３】
　社会の水不足問題に対処する種々の解決法が提案されている。しかしながら、一般にこ
のような提案は、設置が途方もなく高価で、運転に途方もなく費用がかかり、社会のニー
ズに対して充分な淡水を供給できず、社会の価値ある動力資源の使用が非効率的であり、
温室効果ガス排出量の好ましくない増加を招き、又は人及び環境の長期間の好ましくない
障害をもたらすものである。
【０００４】
　例えばオーストラリアの田舎コミュニティのような内陸コミュニティに淡水を供給する
１つの既存の提案は、海水の脱塩を行う脱塩プラントをオーストラリアの海岸に設け、次
に、脱塩した淡水を、パイプラインにより、淡水を必要としている田舎コミュニティに送
給することである。現に利用できる脱塩プラント技術は、設置及び運転が高価で、高度に
塩分を含んだ不要な水は海に戻される。また、或る状況では、いかなる量であっても、パ
イプラインに沿う箇所で他の用途に使用するために淡水を取出すことは不可能である。な
ぜならば、これにより、パイプラインの終点で田舎コミュニティに到達する淡水の量に悪
影響を与えるからである。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　淡水を供給する他の装置を提供することが望まれている。また、既に提案されている装
置に固有の少なくとも幾つかの問題に対処できる淡水供給装置を提供することも望まれて
いる。
【０００６】
　更に、流体の汚染物質を除去（汚染除去）する装置を提供することも望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の広い側面によれば、脱塩パイプラインシステムが提供される。
【０００８】
　本発明のパイプラインシステムは、塩水を搬送するために塩水源から延びる第１パイプ
ラインと、少なくとも１つの塩水脱塩装置とを有している。
【０００９】
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　各塩水脱塩装置は第１パイプラインに流体連結されており、塩水を第１パイプラインか
ら少なくとも１つの脱塩装置に引くことができる。脱塩装置は、第１パイプラインから引
かれた塩水の少なくとも一部を脱塩するために設けられている。
【００１０】
　各脱塩装置は、少なくとも１つの塩水脱塩装置と目標出口との間を延びる第２パイプラ
インに流体連結しており、脱塩装置内で脱塩された水が第２パイプラインに搬送されかつ
第２パイプラインを通って目的箇所に搬送される。
【００１１】
　かくして、目標出口で脱塩水を供給するために、第２パイプラインが設けられている。
【００１２】
　パイプラインシステムには、第１パイプライン用塩水源として作用する第３パイプライ
ンを設けることができ、第３パイプラインは、第１パイプラインに流体連結されている。
第３パイプラインは、脱塩装置が第１パイプラインから取出された塩水を脱塩水に変換す
るとき、第１パイプラインに塩水を補充するために設けられている。この第３パイプライ
ンは、例えば、国全体又は地域全体に亘って淡水のネットワークを構築するため、海水を
ベースとする塩水源をパイプラインシステム（単一又は複数）に連結する格子（グリッド
）の一部とすることができる。
【００１３】
　脱塩された水が淡水になることを意図する。
【００１４】
　１つの脱塩装置内で脱塩されていない第１パイプライン内の塩水は、第１パイプライン
を通って、パイプラインの他の脱塩装置又は最終脱塩装置に向かって流れ続ける。
【００１５】
　目標出口は、ダム、リザーバ、収集器又は他の淡水リザーバのいずれか１つ又は２つ以
上とすることができ、一方、塩水源は、第３パイプライン又は海水とすることができる。
【００１６】
　塩水源は、例えば塩害を受けた川又は水路とすることも考えられる。この点に関し、本
発明は、このような水路から水を取入れ、水を浄化し、次にこれを水路に戻すことにより
、このような川又は水路の塩レベルを所望通りに低下させるのに使用できる。
【００１７】
　水源は、塩以外の他の何らかの汚染を有する川又は水路とすることもできることは理解
されよう。本発明は、このような水路から水を取入れ、この水を浄化し、次にこれを水路
に戻すことにより、このような水路から汚染物質を除去するのに使用できる。
【００１８】
　水源は、沈殿池又は汚染水が工場の作業の副生物として生じている他の同様な水源とす
ることもできることが理解されよう。本発明はまた、このような水路から水を取入れ、こ
れを浄化し、次に浄化された水を別のきれいな貯水池に送ることにより、このような水路
から汚染物質を除去するのに使用できる。浄化された水は、工場で再使用するのに適した
ものとなり、又はこのような水質の水は自然の水路に戻すこともできる。
【００１９】
　本発明のシステムには、パイプラインシステムに沿う所望箇所及び／又は便利な箇所に
配置される２つ又は３つ以上の脱塩装置を設けることができる。例えば、脱塩装置は、パ
イプラインシステムに沿う各居住地域に配置して、これらの各地域に脱塩水を供給するこ
とができる。
【００２０】
　本発明のシステムは、パイプラインシステムのセクション間に連結される複数の脱塩装
置を備えたモジュラー形態に構成できる。
【００２１】
　複数の脱塩装置は、塩水源（又は第３パイプラインセクション）と目標出口との間で、
直列に、並列に又はネットワークに連結することを考えることができる。
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【００２２】
　モジュール式であるので、システムは、任意の所望レイアウトに配置できる。概してい
えば、各脱塩装置は地上に配置し、パイプラインシステムのセクションは地上及び地下の
いずれにも配置することを意図している。
【００２３】
　各脱塩装置は、第１パイプラインセクション、第２パイプラインセクション及びオプシ
ョンであるが第３パイプラインセクションと組合せて、格子又はネットワークのような全
体的システム内で他のモジュール及び／又はパイプラインシステムのセクションに連結さ
れる脱塩モジュールを創出ことができる。他の実施形態では、１つの脱塩モジュール内で
、２つ又は３つ以上の脱塩装置を組合せることができる。
【００２４】
　各モジュールには、モジュールを他のモジュール及び／又はパイプラインシステムのセ
クションに任意適当なレイアウトで連結することを可能にするコネクタを、第１、第２及
びオプションの第３パイプラインセクションの一端又は両端に設けることができる。
【００２５】
　本発明はまた、広く、脱塩パイプラインシステムに使用する脱塩装置に関する。本発明
の脱塩装置は、脱塩チャンバを有している。脱塩チャンバは、塩水入口と、チャンバ内で
水を分散させる散水ユニットと、チャンバ内から蒸発水を取出すための蒸発水出口と、チ
ャンバ内から蒸発していない塩水を取出す塩水出口と、チャンバ内に空気流を形成する手
段とを有している。
【００２６】
　好ましくは、蒸発水から淡水を抜取る凝縮チャンバが設けられる。
【００２７】
　本発明はまた、広く、脱塩装置に流入する水を分散させる散水手段に関する。散水手段
は、水を通しかつ分散させるシャワー、スプレー又は他の散水装置の１つを有している。
【００２８】
　脱塩で分散された水は、任意適当な装置によりチャンバ内の空気流中に懸濁される。例
えば、水は、蒸発パッド上に噴霧されることにより懸濁される。
【００２９】
　塩は、一般にチャンバ及びパイプラインシステムから取出すことができ、或いは第１パ
イプライン内の塩水に戻され、これにより第１パイプライン内の塩分濃度が高められる。
【００３０】
　任意適当な脱塩チャンバ形状を選択できる。異なる形状の脱塩チャンバは、異なる用途
に適応できる。可能な脱塩チャンバ形状の例として、
　・幅より高さの方が大きい円筒状、
　・高さより幅の方が大きいパイプライン形状
がある。
【００３１】
　脱塩チャンバ内の圧力は、オプションとして、蒸発効率を更に高めるため、任意適当な
手段により低下させることができる。
【００３２】
　他の或る利益が得られるガスを導入するため、自然空気の代わりに又は自然空気に加え
て、他のガス混合物を脱塩チャンバに供給できる。例えば、脱塩チャンバ内の空気中又は
水中に含まれることがある薬品又は生物学的薬剤を無害化するガスを使用できる。
【００３３】
　蒸発プロセスを誘発し又は減じるため、オプションとして、脱塩チャンバ内のガス混合
物を自然空気から変えることができる。これは、或る汚染物質の蒸発を防止し又は減じる
ため、蒸発が行われる温度を低下させるのに使用できる。
【００３４】
　一形態では、脱塩チャンバは、チャンバ内で生成された塩を収集するための集塩器を有
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している。しかしながら、チャンバ内で生成された塩は、収集のため及びできるならば目
標出口又はパイプラインシステム内の他の適当な箇所で処理するため、第１パイプライン
内に戻すことができる。集塩器は、チャンバ内に設けるか、別のチャンバを形成すること
ができる。
【００３５】
　チャンバからの塩の除去は、蒸発していない塩水中に懸濁する塩を取出し、次に、懸濁
塩のない濾過パイプを介して塩水に戻すことにより達成されることは理解されよう。
【００３６】
　好ましくは、第１パイプラインから供給される塩水は、各脱塩装置に到達する前に加熱
される。塩水の加熱は任意適当な手段により行われ、好ましい形態では、ソーラー水ヒー
タにより加熱される。好ましくは、塩水は少なくとも５５℃の温度に加熱される。一般に
、システムの効率は、各モジュールに供給される水温が高いほど高くなる。
【００３７】
　脱塩チャンバの選択されたガス混合物の温度の如何にかかわらず、水を沸点まで加熱す
る必要はないが、沸点まで加熱することは特定用途では有利であることを理解されたい。
【００３８】
　他の作動の副生物として利用できる低グレードの熱を使用することによりシステムのコ
スト有効性を高めることができることも理解されよう。この点に関し、本発明は、工場で
の洗浄水として最も有効に再利用できるようにする。
【００３９】
　チャンバ内からの蒸発していない塩水の取出しは、チャンバ内に収集され又はチャンバ
の底に向かって収集された塩水に熱サイホンとして作用するソーラー水ヒータを含む適当
な手段により行われる。或いは、チャンバの底から又は底に向かって塩水を取出しかつ塩
水を第１パイプラインに戻すのに、ポンプ又はスクリュウを用いることができる。
【００４０】
　脱塩チャンバには、蒸発水出口を通して蒸発水を抜取りする補助を行うための抜取りフ
ァン、タービン又は他の空気流発生手段を設けることが好ましい。抜取りファン、タービ
ン又は他の空気流発生手段は、ソーラー式動力源及び／又は風力ユニットを含む任意適当
な手段を動力源とすることができる。
【００４１】
　好ましい形態では、脱塩チャンバは気密にされている。
【００４２】
　脱塩パイプラインシステムには、第１パイプライン及び第３パイプライン内の塩水を、
パイプラインに沿って目標出口に向かってポンプ送りする手段を設けることができる。同
様に、システムには、第２パイプライン内の少なくとも部分的に脱塩された塩水を目標出
口に向かってポンプ送りする手段を設けることができる。第１、第２及び第３パイプライ
ンの各々に異なる流量を発生させることも適していることは理解されよう。ポンプを行う
任意適当な手段として、ソーラー式動力源及び／又は風力動力源を使用できる。
【００４３】
　外部周囲温度への熱エネルギ損失を低減させるため、第１、第２及び第３パイプライン
は、各脱塩装置に隣接するそれぞれの長さ部分の少なくとも一部に沿う種々の長さを断熱
することができる。任意適当な断熱形式を採用できる。
【００４４】
　外部周囲温度への熱エネルギ損失を低減させるため、脱塩チャンバを断熱することもで
きる。任意適当な断熱形式を採用できる。
【００４５】
　蒸発エネルギの正味必要量を低減させかつ凝縮速度を増大させるため、凝縮チャンバに
は、凝縮プロセスを通して回収されたエネルギを蒸発プロセスに戻すための熱交換器を設
けることができる。
【００４６】
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　蒸発チャンバ内で得られる水分を増大させるため、空気流を予熱することは有利である
。空気流は、ソーラー式ヒータ及び熱交換器の使用、利用できる低グレードの熱又は他の
任意の手段を用いて予熱できる。
【００４７】
　他の態様では、本発明は、広く、塩水の脱塩方法に関する。本発明の方法は、塩水を、
塩水入口を通して脱塩チャンバ内に供給する段階と、チャンバ内で水を分散させる段階と
、チャンバ内に空気流を供給する段階と、チャンバから蒸発水出口を通して蒸発水を取出
す段階と、チャンバ内から塩水出口を通して蒸発していない塩水を取出す段階とを有して
いる。
【００４８】
　蒸発水は、チャンバ内から蒸発水出口を通して、凝縮チャンバ内に導くことができる。
【００４９】
　分散された塩水は、チャンバ内で水スプレー、シャワー、霧化又は他の散水形態を形成
するために、これらを含む任意適当な形態にすることができるが、これらに限定されるも
のではない。好ましくは、チャンバ内の空気流は、蒸発水の捕捉を補助するために、分散
水の経路を横切る方向に向けられる。水は、蒸発パッドを含む任意の手段により空気流内
に懸濁させることができる。空気流は、予熱することもできる。
【００５０】
　本発明の方法には、チャンバ内から、塩出口を通して塩を取出す段階を設けることがで
きる。しかしながら、蒸発していない塩水中に懸濁された塩は、塩水出口を通して取出す
ことができる。
【００５１】
　本発明の方法には、脱塩チャンバに流入する前に塩水を加熱する段階を設けることがで
き、これにより、脱塩システムの全体的効率が望ましく高められる。
【００５２】
　本発明の方法には、チャンバ内からの蒸発水の取出しを増強するために、抜取りファン
、タービン又はチャンバ内の他の装置を作動させる段階を設けることができる。
【００５３】
　塩水出口は、第１パイプラインに流体連通していることが好ましい。
【００５４】
　脱塩チャンバから取出される塩水には、溶解固形物及び懸濁固形物の両方を含めること
ができる。好ましくは、塩水は、脱塩チャンバから取出され、次に、懸濁固形物が戻され
ることを防止する任意の手段により第１パイプラインに戻される。
【００５５】
　本発明のシステムを、水を脱塩する観点で説明したが、本発明のシステムは、塩の除去
に限定されず、水又は他の任意の流体中の任意の不純物を除去することにも実用的な制限
内で使用できることを理解されたい。従って、用語「水」とは、任意の流体を含むもので
あり、用語「塩」とは、水（又は他の流体）の任意の不純物を含むものであると理解すべ
きである。
【００５６】
　この点で、流体の汚染除去（汚染除去）を行う装置を提供することも望まれている。
【００５７】
　かくして、本発明の他の広い態様に従って、汚染除去パイプラインシステムが提供され
る。本発明のパイプラインシステムは、汚染除去された流体を搬送するための、汚染除去
流体源から延びる第１パイプラインと、少なくとも１つの汚染除去ユニットとを有してい
る。各汚染除去ユニットは第１パイプラインに流体連結されていて、汚染除去流体を第１
パイプラインから少なくとも１つの汚染除去ユニットに引くことができる。汚染除去ユニ
ットは、第１パイプラインから引かれた少なくとも一部の汚染除去流体を汚染除去するた
めに設けられる。各汚染除去ユニットは、汚染除去された流体源と目標出口との間を延び
る第２パイプラインに流体連結されており、これにより、汚染除去ユニット内で汚染除去
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された流体は第２パイプラインに搬送される。
【００５８】
　本発明はまた、広く、汚染除去パイプラインシステムに使用する汚染除去ユニットに関
する。汚染除去ユニットは汚染除去チャンバを有し、脱塩チャンバは、汚染除去された流
体の入口と、チャンバ内に流体を分散させる分散ユニットと、蒸発された流体をチャンバ
内から取出す蒸発流体出口と、蒸発していない汚染流体をチャンバ内から取出す汚染流体
出口と、チャンバ内に空気流を形成する手段とを備えている。
【００５９】
　更に、本発明は、広く、汚染除去チャンバ内に流入する流体を分散させる流体分散手段
に関し、本発明の流体分散手段は、流体を通しかつ分散させるシャワー、スプレー又は他
の流体分散装置の１つを有している。
【００６０】
　本発明はまた、広く、流体を汚染除去する方法に関し、本発明の方法は、汚染された流
体を、汚染除去流体入口を通して汚染除去チャンバ内に供給する段階と、流体をチャンバ
内で分散させる段階と、チャンバ内に空気流を形成する段階と、蒸発流体をチャンバから
蒸発流体出口を通して取出す段階と、蒸発していない汚染流体をチャンバ内から汚染流体
出口を通して取出す段階とを有している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６１】
　以下、添付図面を参照して本発明の好ましい実施形態を説明する。図面は、前述の本発
明の広い概念を制限するものではないことを理解されたい。
【００６２】
　図１を参照すると、ここには脱塩パイプラインシステムの一部が示されている。脱塩パ
イプラインシステム１０は、塩水源１４と目標出口１２との間を延び、塩水を搬送するた
めの第１パイプライン１２を有している。脱塩パイプラインシステム１０は、塩水脱塩装
置１８を有している。塩水脱塩装置１８は、連結パイプ２０、２２を介して第１パイプラ
イン１２に流体連結されている。連結パイプ２０により、塩水を第１パイプライン１２か
ら脱塩装置１８に引くことを可能にする。連結パイプ２２により、脱塩装置１８内で脱塩
されなかった塩水を第１パイプライン１２に戻すことを可能にする。
【００６３】
　塩水脱塩装置１８は、第１パイプライン１２から引いた塩水の一部を脱塩するように構
成されている。実際、脱塩装置１８は、塩水の一部を淡水に変換することを意図したもの
である。脱塩装置１８は、塩水源１４と目標出口１６との間を延びる第２パイプライン２
４に連結パイプ２７を介して流体連結され、これにより、脱塩装置１８内で生成された脱
塩（蒸発）水が第２パイプライン２４に搬送される。第２パイプライン２４は、脱塩され
た淡水のみを搬送する。
【００６４】
　脱塩パイプラインシステム１０は、塩水源１４と目標出口１６との間を延びる第３パイ
プライン２６を有し、第３パイプライン２６は、第１パイプライン１２に連結パイプ２８
を介して流体連結されている。第３パイプライン２６は、オプション（任意）であり、こ
の実施形態では、脱塩装置１８が第１パイプライン１２から取出した塩水を脱塩するとき
に塩水を第１パイプライン１２に補充するためのものである。
【００６５】
　一般に、目標出口１６には、ダム、リザーバ、集水域又は他の淡水リザーバが含まれ、
塩水源１４は海であると理解されよう。また、塩水源１４には、例えば塩害を受けた川又
は水路が含まれると考えられよう。この点で、本発明は、このような川又は水路の塩レベ
ルを望むように低減させるのに使用できる。
【００６６】
　図示されてはいないが、脱塩パイプラインシステム１０は、２つの脱塩モジュールを有
するのがよい（図９には、２つの脱塩モジュールを備えたシステムが示されている）。任
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意の数の脱塩モジュールを、パイプラインシステム１０に沿う所望の箇所及び／又は便利
な箇所に配置できる。各モジュールは、脱塩装置１８と、第１パイプライン１２のセクシ
ョン１２ａと、第２パイプライン２４のセクション２４ａと、第３パイプライン２６のセ
クション２６ａ（オプション）とを有している。オプションとしての第３パイプラインが
使用されない場合には、複数の第１パイプラインのセクションが互いに流体連結されるの
がよく、さもなければ、塩又は汚水の源に別々に流体連結されなくてはならない。例えば
、脱塩装置１８は、パイプラインシステム１０に沿って配置され、これらの各箇所におい
て水を脱塩する。
【００６７】
　各脱塩モジュール１８ａを塩水源１４と目標出口１６との間で直列に連結することを考
えることができる。しかしながら、脱塩モジュールであるため、脱塩パイプラインシステ
ム１０は、２つ又は３つ以上の脱塩モジュール１８ａを並列に組込んでもよい。所望なら
ば、各脱塩モジュール１８ａに２つ以上の脱塩装置１８を設けてもよい。脱塩モジュール
１８ａ及びパイプラインシステムのセクション（部分）は、任意所望の順序で構成できる
。一般的に言って、各脱塩モジュール１８ａは地上に配置されるが、脱塩パイプラインシ
ステムのセクションは、地上又は地下のいずれにも配置できる。
【００６８】
　各脱塩モジュールは、パイプラインセクション１２ａ、２４ａ、２６ａをそれぞれ、そ
れに隣接した脱塩モジュールのパイプラインセクション又はパイプラインセクションのパ
イプラインセクションに連結するコネクタ１２ｂ、２４ｂ、２６ｂを有している。
【００６９】
　脱塩パイプラインシステム１０に使用される脱塩装置１８は、図４、図５及び図６によ
り詳細に示されている。脱塩装置１８は、脱塩チャンバ３０を有している（図１の拡大挿
入図も参照されたい）。脱塩チャンバ３０は、塩水を第１パイプライン１２から連結パイ
プ２０を介して受入れる塩水入口３２と、スプレー又はシャワー形ヘッド４６の形態をな
す散水ユニットとを有している。作動に際し、脱塩チャンバ３０は、それに入る塩水の塩
分割合よりも大きい塩分割合を有する高温の塩水を収容している。塩は脱塩チャンバ３０
の底に集合し易く、周期的に除去される。脱塩チャンバ３０はまた、蒸発水を脱塩チャン
バ３０内から連結パイプ２６を介して第２パイプライン２４に取出す蒸発水出口３６と、
蒸発していない塩水を脱塩チャンバ３０から取出す塩水出口すなわちオーバーフロー３８
とを有している。オーバーフロー３８は、チャンバ壁の任意適当な位置に設けられる。
【００７０】
　脱塩装置１８は集塩器４０を有し、蒸発していない全ての塩水が、脱塩チャンバから第
１パイプラインに戻る前に集塩器４０に通される。集塩器４０はまた、脱塩チャンバ３０
内で生成された塩を収集するために設けられる。しかしながら、他の実施形態（図３に示
す実施形態）では、脱塩チャンバ１８内で生成された塩は、第１パイプライン１２内に戻
されて収集され、できるならば、目標出口１６又は脱塩パイプラインシステム１０内の他
の適当な箇所で処理される。集塩器４０は、図３に参照番号２１８で示すように、脱塩チ
ャンバ３０内に設けられてもよいし、図示のように別体のチャンバとして形成されてもよ
い。
【００７１】
　ソーラー式水ヒータ４２が、第１パイプライン１２と脱塩チャンバ３０との間に流体連
結され、塩水が脱塩チャンバ３０に入る前、塩水を約５５℃又はそれよりも高い適当な温
度に加熱する。塩水を加熱することにより、脱塩チャンバ３０内での蒸発レベルが増大さ
れる。これにより、脱塩チャンバ３０内での脱塩プロセスの効率が高められる。
【００７２】
　熱サイホンとして作用する第２ソーラー式ヒータ４４が、集塩器４０内から蒸発してい
ない全ての塩水を除去する。蒸発していない塩水は、パイプ２２を通って抜取られ且つパ
イプ５００を介して第１パイプライン１２に戻される。
【００７３】
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　ソーラー式ヒータは必ずしも使用する必要はなく、或る産業用途では、他の熱源又はエ
ネルギ源の方がより良い選択となることもある。任意の形式のヒータを使用できるが、他
のヒータが熱サイホンとして作用しない場合には、ヒータ以外にポンプが必要になること
もある。
【００７４】
　脱塩チャンバ３０内において、この脱塩チャンバ３０内に入る塩水を脱塩チャンバ３０
の頂部から下方に向かって噴霧し、シャワー吐出し又は分散させるためのシャワー装置又
はスプレー装置４６が設けられている。塩水は、塩水からの淡水の蒸発を補助するために
分散される。塩水を必ずしも下方に噴霧する必要がないことが理解されよう。塩水を、例
えば上向きに噴霧させてもよい。また、脱塩チャンバ内に入る塩水が、例えば蒸発パッド
内で懸濁させるべきものである場合、実際には塩水を噴霧させる必要はなく、塩水を簡単
に脱塩チャンバ内に注いでもよい。
【００７５】
　脱塩（蒸発）プロセスを更に補助するために、高温の塩水のシャワー又はスプレーを横
切るように又はその中を通るように、空気を脱塩チャンバ内に供給する空気取入口４８（
図４及び図５参照）が設けられている。
【００７６】
　脱塩チャンバ３０は、蒸発水を蒸発水出口３６から抜取るための抜取りファン５０を有
している。抜取りファン５０は、任意適当な手段を動力源とし、図示の実施形態ではソー
ラーパネル５２を動力源としている。抜取りファン５０は、連結パイプ２７内に配置され
てもよい。
【００７７】
　脱塩パイプラインシステム１０は、１つ又は２つ以上のポンプ（図示せず）の形態をな
し且つ塩水を第１パイプライン１２及び第３パイプライン２６の各々を通して目標出口に
向かってポンプ送りするための手段を有している。同様に、脱塩パイプラインシステム１
０は、１つ又は２つ以上のポンプ（図示せず）の形態をなし且つ第２パイプライン２４内
の脱塩された水を目標出口に向かってポンプ送りするための手段を有している。これらの
ポンプは、ソーラー又は風力を動力源とするもので構成されてもよいし、他の任意適当な
ポンプで構成されてもよい。
【００７８】
　図示していないが、第１パイプライン１２、第２パイプライン２４及び第３パイプライ
ン２６の各々は、それらの脱塩装置１８に隣接し又はその近くの長さ部分の少なくとも一
部に沿って断熱され、低温の外部の周囲温度へのエネルギ損失を低減させる。任意適当な
断熱形式を採用できる。
【００７９】
　第２パイプライン２６は、シェル／チューブ熱交換器５０１（図６）の一部を形成して
おり、淡水蒸気が内側チューブを通って流れ且つ凝縮され、塩水が内側チューブを包囲す
るシェルの中を流れる。このような構成において、塩水は、水蒸気が凝縮するときに水蒸
気から失われたエネルギを吸収する。これにより、脱塩チャンバ３０に入る塩水の温度が
上昇し、脱塩プロセスの全体的効率が向上する。
【００８０】
　作動に際し、加熱した塩水を第１パイプライン１２から塩水入口３２を通して脱塩チャ
ンバ３０内に供給する。シャワー装置又はスプレー装置４６が、加熱された塩水を脱塩チ
ャンバ３０の中で下方に噴霧し、シャワー吐出し又は分散させ、それと同時に、空気取入
口４８は、加熱水のシャワー又はスプレーを横切るように又はその中を通るように空気を
脱塩チャンバ３０内に供給される。抜取りファン５０が、蒸発された淡水を蒸発水出口３
６から抜取ることを補助する。これと同時に、蒸発していない塩水を脱塩チャンバから塩
水オーバーフロー出口３８を通して直接的に又は集塩器４０を通して第１パイプライン１
２に取出す。
【００８１】
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　抜取りファン５０は、他の任意適当な装置に置換できる。例えば、圧力制御装置（図示
せず）を設けて、抜取りパイプ内の圧力が脱塩チャンバ３０内の圧力より低いレベルに維
持されるように抜取りパイプ内の圧力を制御する。このような構成は、脱塩チャンバの外
部から脱塩チャンバ内に空気を引いて、空気流を制御するのに使用することもできる。
【００８２】
　脱塩装置の作動効率を更に高めるため、加熱ユニットをスプレー装置４６に設けて、脱
塩チャンバに入る塩水を更に加熱してもよい。加熱ユニットは、ソーラーを動力源として
もよいし、他の任意適当な動力源を用いてもよい。
【００８３】
　塩及びその他の重い不純物は、オーバーフロー出口３８の下の脱塩チャンバ３０の底に
溜まる傾向を有し、周期的に除去される。
【００８４】
　脱塩チャンバ３０に入る塩水を必ずしも加熱する必要がないことが理解されよう。或る
気候条件では、脱塩プロセスは、付加加熱を行うことなく実行される。これらの気候条件
では、パイプラインの断熱も不要である。
【００８５】
　塩は、任意適当な箇所で、多数の脱塩システムから取出される。
【００８６】
　脱塩パイプラインシステム１０に沿って隣接したモジュール１８ａ間で空気圧力を移送
するための空気圧力移送チューブ５０２が設けられている。変形例として、蒸発水が逃げ
ることを防止するフィルタを有する圧力制御装置を使用して、第２パイプライン内の任意
の過剰圧力を大気中に放出させてもよい。
【００８７】
　図２に示す脱塩パイプラインシステム１１０は、図１に示したシステム１０と多くの点
で同様である。両脱塩パイプラインシステム１０、１１０の間の１つの顕著な相違点は、
脱塩チャンバ１３０から第１パイプライン１１２に戻る塩水が、ソーラーを動力源とする
熱サイホンによってポンプ送りされるのではなく、ソーラーを動力源とするポンプ１４４
によってポンプ送りされることである。ポンプ１４４は、脱塩チャンバ１３０の抜取りフ
ァン１５０の動力源として使用されるソーラーパネル１５２と同じソーラーパネル１５２
を動力源としている。
【００８８】
　同様に、図３に示す脱塩パイプラインシステム２１０は、図１に示した脱塩パイプライ
ンシステム１０と多くの点で同様である。１つの顕著な相違点は、脱塩チャンバ２３０の
抜取りファン２５０が、ソーラーパネルを動力源とするのではなく、風力ユニット２５２
を動力源としていることである。他の相違点は、脱塩チャンバ及び集塩器が１つのチャン
バ２１４内に組合わされていることである。これにより、塩及びその他の重い不純物は、
出口２２２ａの下の脱塩チャンバ２３０の底に溜まるのではなく、第１パイプライン２１
２の中を通って目標出口に向かって連続する。
【００８９】
　また、この構成には、第１パイプライン２１２と第３パイプライン２２６との間に連結
パイプが設けられていない。その代わりに、第１パイプライン２１２を補充する塩水は、
最初、第２パイプライン２２４の外側シェルを通り、連結パイプ２５２を介して導かれる
。第２パイプライン２２４は、シェル／チューブ熱交換器又はその他の任意適当な熱交換
器として構成されている。この塩水は、次に、第２パイプライン２２４の外側シェルから
、連結パイプ２５４を介して第１パイプライン２１２に戻される。脱塩チャンバ２３０を
出た後、ソーラー式水ヒータ２４４内で加熱された塩水は、第１パイプライン２１２に戻
されて次の脱塩装置に導かれるか、脱塩チャンバ２３０に戻される。
【００９０】
　図７を参照すると、ここには、脱塩パイプラインシステム３１０の単一ユニット部分が
示されている。この実施形態では、脱塩パイプラインシステム３１０は、水再循環システ
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ムとして構成されている。第１パイプライン３１２は、汚水源３１４と目標出口３１６と
の間を延びる、第３パイプライン３２６（汚水源である）及び第２パイプライン（淡水を
収容している）に流体連結されており、これらのパイプラインを通して汚水を搬送する。
【００９１】
　この脱塩パイプラインシステムは、塩水脱塩装置（この場合には汚水クリーナ）３１８
を有している。脱塩装置３１８は、連結パイプ３２０、３２２を介して第１パイプライン
３１２に流体連結されている。連結パイプ３２０は、汚水を第１パイプライン３１２から
脱塩装置３１８内に引くことができる。連結パイプ３２２は、脱塩装置３１８内で浄化さ
れなかった汚水を第１パイプライン３１２に戻すことができる。
【００９２】
　脱塩装置３１８は、第１パイプライン３１２から引かれた汚水の一部を浄化するための
ものである。実際に、脱塩装置３１８は、汚水の一部を淡水に変換することを意図してい
る。脱塩装置３１８は、汚水源３１４と目標出口３１６との間を延びる第２パイプライン
３２４に、連結パイプ３２７を介して流体連結され、脱塩装置３１８内で生成された脱塩
水が第２パイプライン３２４に搬送される。第２パイプライン３２４は、脱塩された淡水
のみを搬送する。
【００９３】
　脱塩パイプラインシステム３１０は、汚水源３１４と目標出口３１６との間を延びる第
３パイプライン３２６を有し、第３パイプライン３２６は、連結パイプ３２８を介して第
１パイプライン３１２に流体連結されている。
【００９４】
　図８には、脱塩装置３１８の拡大図が示されている。この実施形態の脱塩装置３１８は
、脱塩チャンバ３３０を有している。脱塩チャンバ３３０は、第１パイプライン３１２か
ら流体連結パイプ３２０を介して汚水を受入れる多数の塩水入口３３２を有している。こ
の実施形態では、汚水は、塩水入口３３２から蒸発パッド（図示せず）上に向かって下方
に噴霧される。作動に際し、脱塩チャンバ３３０は、それに入る汚水の濃度より高い汚れ
濃度をもつ高温の汚水を収容している。蒸発パッドの中に勢いよく流され且つ蒸発してい
ない水の中の汚物は、脱塩チャンバ３３０の底に集められる。蒸発していない汚水は流体
連結部３３１を介して取出される。汚水（懸濁固形物を含まない汚水）は、処理のために
連結パイプ３２２を介して第１パイプライン３１２に戻され、連結パイプ３２２は、懸濁
固形物が戻されることを防止するための任意適当な手段（例えばフィルタ）を使用する。
汚水は、出口３６２から取出すために抜取られる。脱塩チャンバ３３０はまた、凝縮チャ
ンバ３６４を有している。この実施形態では、凝縮チャンバ３６４は、蒸発チャンバ３３
０に空気流連通している。この実施形態では、凝縮チャンバ３６４は、ソーラー式冷却器
３６６によって冷却される。熱は、凝縮チャンバ３６４から蒸発チャンバ３３０に移送さ
れる。
【００９５】
　凝縮チャンバ３６４内の温度の低下により、淡水の産出量を増大させる。凝縮プロセス
中に失われた熱は、蒸発チャンバ３３０内の空気の加熱に有効に使用できる。全蒸発量を
増大させるために、多数の蒸発パッドの間において加熱を追加することを有利に使用でき
る（塩水入口３３２と脱塩チャンバ３３０とが隣接していることに留意されたい）。
【００９６】
　任意適当なヒートポンプ装置を使用できるが、ソーラーを動力源とするヒートポンプ及
び／又は高効率ヒートポンプを使用するのが有利である。エネルギを凝縮プロセスから回
収してそのエネルギを蒸発プロセスに入力させることは、蒸発プロセスの正味エネルギコ
ストの低減に有利である。
【００９７】
　この実施形態では、ソーラー式冷却器は、汚水が蒸発チャンバ３３０に流入する前、汚
水からのいくらかの熱を使用する。このことは、ソーラー式冷却器３６８の効率、凝縮チ
ャンバ３６４からの熱の回収、及びこの回収熱の蒸発チャンバ３３０内への入力によって
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有利になる。
【００９８】
　空気は、流れ制御ファン３７０を用いて、脱塩チャンバ３３０を通して循環される。
【００９９】
　この実施形態では、汚水が連結パイプ３２０を介して抜取られる前、且つ、蒸発チャン
バ３３０内に流入する前、第１パイプライン３１２のフラットプレート３７２とソーラー
式チューブヒータ３７４との組合せを使用して、汚水を予熱するのが有利である。また、
オプションとしての付加ガス加熱ユニット３７６も示されている。この実施形態では、空
気が蒸発チャンバ３３０に流入する前、フラットプレート３７２とソーラー式チューブヒ
ータ３７４との組合せを用いて、空気を予熱するのが有利である。
【０１００】
　空気及び／又は水を予熱する多くの方法により、脱塩プロセスの効率を高めることがで
きる。比較的低い温度が一層有利であるので、本発明は多くの低グレード熱源を利用でき
る。
【０１０１】
　この実施形態では、プロセスの効率を高めるか、他の幾つかの望ましい効果を得るかの
何れかのために、幾つかのガスを脱塩チャンバ３３０に有利に添加する可能性を有する選
択的なガス混合が示されている。
【０１０２】
　図９は多ユニットの例４１０を示し、第３パイプライン４２６は、多脱塩ユニット４１
８に流体連結されていることが理解されよう。
【０１０３】
　本発明は、潜在的な多くの利益を与える。
【０１０４】
　システムをモジュール式に作ることができるので、特定用途に適したシステムを比較的
容易に設計することが可能になる。
【０１０５】
　モジュール式であるので、脱塩装置の故障時、補修時、メンテナンス時又はテロリスト
による破壊時、脱塩装置を比較的簡単にバイパスさせることができる。また、１つの脱塩
装置が作動不能になった場合でも、３つのパイプラインのうちのいずれかの壊れたセクシ
ョンをひとたび補修し又は置換すれば、システムの残余の脱塩装置を引き続いて作動させ
ることができる。
【０１０６】
　有利なことは、システムが、脱塩装置をパイプラインシステムに沿う任意の箇所に実際
に配置できることである。
【０１０７】
　システムに沿う任意の箇所で脱塩装置によって生成される淡水は、出口に向かう淡水パ
イプ内又は任意の淡水抜取り箇所で連続して流れる。
【０１０８】
　有利なことは、本発明は、パイプラインシステムに沿う脱塩装置内で多量の脱塩が行わ
れるため、パイプラインシステムの最終目的地では非常に小さい脱塩プラントで済むこと
である。実際に、本発明のシステムでは、目標出口における脱塩装置の必要性は選択的で
ある。
【０１０９】
　本発明の脱塩プロセスは、全体的に駆動されるものでない場合、既存の脱塩及びパイプ
ラインシステムとは異なり、ソーラー動力及び風力等の環境的に優しい動力源によって大
部分駆動される。
【０１１０】
　本発明のシステムは、数百キロメートルにわたる場合であっても、数千キロメートルに
わたる場合であっても、１キロメートルより短い場合であっても等しく適合可能である。
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【０１１１】
　本発明のシステムは、家庭用及び／又は商業用及び／又は工業用並びに農業用に使用で
きる。
【０１１２】
　本発明のシステムは、種々の水及び他の流体から、広範囲の他のあらゆる蒸発していな
い組成物／汚染物を除去するのに使用できる。かくして、本明細書での「脱塩」について
の言及は、「脱塩及び／又は汚染除去」についての言及を含むことを理解すべきである。
本発明のシステムは、沈殿物が蒸発せず且つ流体が使用作動温度で蒸発する限り、沈殿物
を流体から除去するのに非常に有効に使用できる。一例として、本発明のシステムは、井
戸水から汚れを除去するのに使用できる。変形例として、本発明のシステムは、池からの
汚れた及び／又は汚染された及び／又は寄生虫を含む水を浄化するのに使用できる。
【０１１３】
　本発明のシステムの可能性ある更に別の使用例として、製紙プロセスで生じる不純物を
水から除去して、未処理の水に比べてより容易かつ環境的に好ましく廃棄できる淡水及び
スラッジを作ることが含まれる。
【０１１４】
　また、本発明のシステムは、容易に入手できる海水を使用可能にする。
【０１１５】
　本発明のシステムが、塩水用及び脱塩水用の別々のパイプラインを備えていれば有利で
ある。従って、塩水脱塩水を汚染することは、不可能ではないが困難である。
【０１１６】
　本発明のシステムは、川及び水路における好ましくないほど高い塩レベルを低下させる
のに、幾らかの塩水を本発明の脱塩パイプラインシステムに取入れ、次に淡水を川又は水
路に戻すことによって有利に使用できる。
【０１１７】
　塩水を目的地で処理することは、有効であるとはいえ必要なことではない。目標出口に
おいて、塩水パイプライン（第１パイプライン及び第３パイプライン）に蓋をしてもよい
。
【０１１８】
　また、高濃度の塩水を作ることが有利であることを理解されたい。従って、本発明は、
塩水を高濃度塩水及び淡水（又は低濃度塩水）の別々の産出に変換するのに使用でき、高
濃度塩水及び淡水が両方とも有用であることを理解すべきである。
【０１１９】
　同様に、本発明のシステムを汚染流体の処理に使用するならば、汚染流体を高汚染流体
及び非汚染流体の別々の産出に変換するのに有利に使用でき、高汚染流体及び低汚染流体
が両方とも有用である。
【０１２０】
　最後に、本発明の精神及び範囲から逸脱することなく、上記部品の構造及び配置に種々
の変更及び／又は付加を導入できることを理解すべきである。
【０１２１】
　本願からの優先権を主張する全てのオーストラリア国特許出願及び外国出願において求
められている特許請求の範囲を制限することなく、別掲の範囲を特許請求する。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明の第１実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図２】本発明の第２実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図３】本発明の第３実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部のを概略図である
。
【図４】本発明の一実施形態による脱塩装置の概略的な平面図である。
【図５】図４の脱塩装置の概略的な端面図である。
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【図６】図１の脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図７】本発明の第４実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図８】図７の脱塩パイプラインシステムの脱塩装置の拡大図である。
【図９】本発明の第５実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【手続補正書】
【提出日】平成20年7月29日(2008.7.29)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塩水を搬送するために塩水源から延びる第１パイプラインと、
　前記第１パイプラインに流体連結された少なくとも１つの塩水脱塩装置と、を有し、前
記少なくとも１つの塩水脱塩装置は、塩水を前記第１パイプラインから前記少なくとも１
つの脱塩装置に引くことを可能にし、
　各塩水脱塩装置は、前記第１パイプラインから引いた塩水の少なくとも一部を脱塩する
ように構成され、
　各塩水脱塩装置は、各塩水脱塩装置の間を延びる第２パイプラインに流体連結され、脱
塩装置で脱塩された水が前記第２パイプラインに搬送され、少なくとも１つの塩水脱塩装
置は、脱塩チャンバを有し、各脱塩チャンバは、使用中に実質的に渦の無い空気流を脱塩
チャンバ内に生じさせるように空気流を脱塩チャンバ内に供給するように構成された取入
れ口を有する、パイプラインシステム。
【請求項２】
　前記塩水源から延び且つ第１パイプラインに流体連結された第３パイプラインを有し、
前記第３パイプラインは、第１パイプラインから取出された塩水を各脱塩装置が脱塩して
脱塩水にするとき、第１パイプラインに塩水を補充するように構成される、請求項１に記
載のパイプラインシステム。
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【請求項３】
　前記脱塩水は実質的に淡水である、請求項１又は２に記載のパイプラインシステム。
【請求項４】
　前記パイプラインシステムは、モジュール式装置であり、少なくとも１つの脱塩装置モ
ジュールを有し、前記脱塩装置モジュールは、第１パイプラインセクション及び第２パイ
プラインセクションを有する、請求項１～３のいずれか１項に記載のパイプラインシステ
ム。
【請求項５】
　前記脱塩装置モジュールは、第３パイプラインセクションを有する、請求項４に記載の
パイプラインシステム。
【請求項６】
　パイプラインシステムに沿って配置された２つ又は３つ以上の脱塩装置を有する、請求
項１～５のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項７】
　少なくとも２つの脱塩装置が、前記塩水源と目標出口との間で直列に連結される、請求
項６に記載のパイプラインシステム。
【請求項８】
　少なくとも２つの脱塩装置が、前記塩水源と目標出口との間で並列に連結される、請求
項６又は７に記載のパイプラインシステム。
【請求項９】
　前記第１パイプラインから供給される塩水は、各脱塩装置に到達する前に加熱される、
請求項１～８のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１０】
　前記第１パイプラインから各脱塩装置に供給される塩水は、１つ又は２つ以上のソーラ
ー式ヒータによって加熱される、請求項９に記載のパイプラインシステム。
【請求項１１】
　前記第１パイプライン、前記第２パイプライン及び前記第３パイプラインの１つ又は２
つ以上、又は、少なくとも１つの脱塩装置の一部分が断熱される、請求項２及びそれに直
接的又は間接的に従属する請求項３～１０のいずれかに記載のパイプラインシステム。
【請求項１２】
　前記第１パイプライン、前記第２パイプライン及び前記第３パイプラインの各々及び脱
塩装置セクションが断熱される、請求項１１に記載のパイプラインシステム。
【請求項１３】
　前記第２パイプラインは、脱塩プロセスの一部分からエネルギ回収して脱塩プロセスの
他の部分に再使用するための熱交換装置又はヒートポンプ装置の一部を形成し、又は、そ
れと流体連結される、請求項１～１２のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１４】
　前記第１パイプライン及び第３パイプライン内の塩水を目標出口に向かってポンプ送り
する手段を有する、請求項２及びそれに直接的又は間接的に従属する請求項３～１３のい
ずれかに記載のパイプラインシステム。
【請求項１５】
　前記第２パイプライン内の脱塩された塩水を目標出口に向かってポンプ送りする手段を
有する、請求項１～１４のいずれか１項に記載のパイプラインシステム。
【請求項１６】
　脱塩パイプラインシステム用の脱塩装置であって、前記脱塩装置は、脱塩チャンバを有
し、前記脱塩チャンバは、
　塩水入口と、
　前記塩水チャンバ内に水を分散させる散水ユニットと、
　蒸発水を前記塩水チャンバ内から取出すための蒸発水出口と、
　蒸発していない塩水を前記塩水チャンバ内から取出すための塩水出口と、
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　実質的に渦の無い空気流を前記塩水チャンバ内に供給する手段とを有する、脱塩装置。
【請求項１７】
　前記塩水出口は、塩水供給パイプラインと流体連通する、請求項１６に記載の脱塩装置
。
【請求項１８】
　前記脱塩チャンバは、チャンバ内で生成された塩を収集する集塩器を有する、請求項１
６又は１７に記載の脱塩装置。
【請求項１９】
　前記集塩器は、前記塩水チャンバの外部に配置される、請求項１８に記載の脱塩装置。
【請求項２０】
　塩水を前記塩水チャンバから取出すための１つ又は２つ以上のソーラー動力熱サイホン
又はポンプを有する、請求項１６～１９のいずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２１】
　蒸発水を前記蒸発水出口から抜取るための抜取りファンを有する、請求項１６～２０の
いずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２２】
　前記抜取りファンは、ソーラー動力ユニット及び／又は風力ユニットの１つ又は２つ以
上を動力源とする、請求項２１に記載の脱塩装置。
【請求項２３】
　前記塩水チャンバ内の圧力を低下させる手段を有する、請求項１６～２２のいずれか１
項に記載の脱塩装置。
【請求項２４】
　前記塩水出口はチャンバ用オーバーフローとして設けられ、前記脱塩チャンバ用オーバ
ーフローは、オーバーフローチャンバを介して前記第１パイプラインに流体連結される、
請求項１６～２３のいずれか１項に記載の脱塩装置。
【請求項２５】
　脱塩チャンバ内に流入する水を分散させる散水手段であって、
　水が通り且つその水を分散させる１つ又は２つ以上のシャワー、スプレー又は他の散水
装置を有する、散水手段。
【請求項２６】
　塩水を脱塩する方法であって、
　塩水を、塩水入口から脱塩チャンバ内に供給する段階と、
　塩水を前記脱塩チャンバ内で分散させる段階と、
　実質的に渦の無い空気流を前記脱塩チャンバ内に供給する段階と、
　蒸発水を前記脱塩チャンバから蒸発水出口を通して取出す段階と、
　蒸発していない塩水を前記脱塩チャンバ内から塩水出口を通して取出す段階と、を有す
る方法。
【請求項２７】
　塩を前記脱塩チャンバ内から塩出口を通して取出す段階を有する、請求項２６に記載の
方法。
【請求項２８】
　蒸発していない塩水と一緒に塩を前記脱塩チャンバ内から前記塩水出口を通して取出す
、請求項２６又は２７に記載の方法。
【請求項２９】
　塩水をが前記脱塩チャンバに入る前に塩水を加熱する段階を有する、請求項２６～２８
のいずれか１項に記載の方法。
【請求項３０】
　蒸発水を前記脱塩チャンバ内から取出すことを促進させるために、抜取りファン、ター
ビン又は他の空気流装置を作動させる段階を有する、請求項２６～２９のいずれか１項に
記載の方法。
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【請求項３１】
　前記蒸発水出口と前記脱塩チャンバとの間の圧力差を用いて、蒸発水を前記脱塩チャン
バから前記蒸発水出口を通して取出す段階を有する、請求項２６～３０のいずれか１項に
記載の方法。
【請求項３２】
　汚染除去された流体を搬送するために汚染除去流体源から延びる第１パイプラインと、
　前記第１パイプラインに流体連結された少なくとも１つの汚染除去ユニットと、を有し
、各汚染除去ユニットは、汚染除去流体を前記第１パイプラインから前記少なくとも１つ
の汚染除去ユニットに引くことを可能にし、
　各汚染除去ユニットは、各汚染除去ユニットの間を延びる第２パイプラインに流体連結
され、前記汚染除去ユニット内で汚染除去された流体が前記第２パイプラインに搬送され
、少なくとも１つの汚染除去ユニットは、汚染除去チャンバを有し、各汚染除去チャンバ
は、使用中に実質的に渦の無い空気流を汚染除去チャンバ内に生じさせるように空気流を
汚染除去チャンバ内に供給するように構成された取入れ口を有する、汚染除去パイプライ
ンシステム。
【請求項３３】
　汚染除去パイプラインシステム用の汚染除去ユニットであって、前記汚染除去ユニット
は、汚染除去チャンバを有し、前記汚染除去チャンバは、
　汚染除去流体の入口と、
　前記汚染除去チャンバ内に汚染除去流体を分散させる分散ユニットと、
　蒸発した流体を前記汚染除去チャンバ内から取出すための蒸発流体出口と、
　蒸発していない汚染流体を前記汚染除去チャンバ内から取出すための汚染流体出口と、
　実質的に渦の無い空気流を前記汚染除去チャンバ内に供給する手段とを有する、汚染除
去ユニット。
【請求項３４】
　汚染除去チャンバ内に流入する流体を分散させる流体分散手段であって、
　流体が通り且つその流体を分散させるシャワー、スプレー又は他の流体分散装置の１つ
を有する、流体分散手段。
【請求項３５】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、パイプ
ラインシステム。
【請求項３６】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、脱塩装
置。
【請求項３７】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、塩水を
脱塩する方法。
【請求項３８】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、汚染除
去パイプラインシステム。
【請求項３９】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、汚染除
去ユニット。
【請求項４０】
　本明細書で説明しかつ図示したいずれか１つの実施形態と実質的に同じである、流体汚
染除去方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更



(23) JP 2009-516788 A 2009.4.23

【補正の内容】
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、広くは、水のような流体を源から目的箇所に供給するパイプラインシステム
に関し、より詳しくは、淡水を塩水源から目的箇所に供給するパイプラインシステムに関
し、本願ではこのパイプラインシステムについて全体的に説明する。しかしながら、本発
明は、水又は他の流体から汚染物質を除去すること（但し、これに限定されない）を含む
他の用途にも使用できることを理解されたい。
【背景技術】
【０００２】
　淡水を充分に供給することは、特に、世界の乾燥地域、水不足になり易い地域及び多く
の人口を支える地域においては、現社会の非常に大きい問題である。
【０００３】
　社会の水不足問題に対処する種々の解決法が提案されている。しかしながら、一般にこ
のような提案は、設置が途方もなく高価で、運転に途方もなく費用がかかり、社会のニー
ズに対して充分な淡水を供給できず、社会の価値ある動力資源の使用が非効率的であり、
温室効果ガス排出量の好ましくない増加を招き、又は人及び環境の長期間の好ましくない
障害をもたらすものである。
【０００４】
　例えばオーストラリアの田舎コミュニティのような内陸コミュニティに淡水を供給する
１つの既存の提案は、海水の脱塩を行う脱塩プラントをオーストラリアの海岸に設け、次
に、脱塩した淡水を、パイプラインにより、淡水を必要としている田舎コミュニティに送
給することである。現に利用できる脱塩プラント技術は、設置及び運転が高価で、高度に
塩分を含んだ不要な水は海に戻される。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　淡水を供給する他の装置を提供することが望まれている。また、既に提案されている装
置に固有の少なくとも幾つかの問題に対処できる淡水供給装置を提供することも望まれて
いる。
【０００６】
　更に、流体の汚染物質を除去（汚染除去）する装置を提供することも望まれている。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明の広い側面によれば、脱塩パイプラインシステムが提供される。
【０００８】
　本発明のパイプラインシステムは、塩水を搬送するために塩水源から延びる第１パイプ
ラインと、少なくとも１つの塩水脱塩装置とを有している。
【０００９】
　各塩水脱塩装置は第１パイプラインに流体連結されており、塩水を第１パイプラインか
ら少なくとも１つの脱塩装置に引くことができる。脱塩装置は、第１パイプラインから引
かれた塩水の少なくとも一部を脱塩するために設けられている。
【００１０】
　各脱塩装置は、各塩水脱塩装置と目標出口との間を延びる第２パイプラインに流体連結
しており、脱塩装置内で脱塩された水が第２パイプラインに搬送されかつ第２パイプライ
ンを通って目的箇所に搬送される。少なくとも１つの塩水脱塩装置は、脱塩チャンバを有
する。各脱塩チャンバは、使用中に実質的に渦の無い空気流を脱塩チャンバ内に生じさせ
るように空気流を脱塩チャンバ内に供給するように構成された取入れ口を有する。
【００１１】



(24) JP 2009-516788 A 2009.4.23

　かくして、目標出口で脱塩水を供給するために、第２パイプラインが設けられている。
【００１２】
　パイプラインシステムには、第１パイプライン用塩水源として作用する第３パイプライ
ンを設けることができ、第３パイプラインは、第１パイプラインに流体連結されている。
第３パイプラインは、脱塩装置が第１パイプラインから取出された塩水を脱塩水に変換す
るとき、第１パイプラインに塩水を補充するために設けられている。この第３パイプライ
ンは、例えば、国全体又は地域全体に亘って淡水のネットワークを構築するため、海水を
ベースとする塩水源をパイプラインシステム（単一又は複数）に連結する格子（グリッド
）の一部とすることができる。
【００１３】
　脱塩された水が淡水になることを意図する。
【００１４】
　１つの脱塩装置内で脱塩されていない第１パイプライン内の塩水は、第１パイプライン
を通って、パイプラインの他の脱塩装置又は最終脱塩装置に向かって流れ続ける。
【００１５】
　目標出口は、ダム、リザーバ、収集器又は他の淡水リザーバのいずれか１つ又は２つ以
上とすることができ、一方、塩水源は、第３パイプライン又は海水とすることができる。
【００１６】
　塩水源は、例えば塩害を受けた川又は水路とすることも考えられる。この点に関し、本
発明は、このような水路から水を取入れ、水を浄化し、次にこれを水路に戻すことにより
、このような川又は水路の塩レベルを所望通りに低下させるのに使用できる。
【００１７】
　水源は、塩以外の他の何らかの汚染を有する川又は水路とすることもできることは理解
されよう。本発明は、このような水路から水を取入れ、この水を浄化し、次にこれを水路
に戻すことにより、このような水路から汚染物質を除去するのに使用できる。
【００１８】
　水源は、沈殿池又は汚染水が工場の作業の副生物として生じている他の同様な水源とす
ることもできることが理解されよう。本発明はまた、このような水路から水を取入れ、こ
れを浄化し、次に浄化された水を別のきれいな貯水池に送ることにより、このような水路
から汚染物質を除去するのに使用できる。浄化された水は、工場で再使用するのに適した
ものとなり、又はこのような水質の水は自然の水路に戻すこともできる。
【００１９】
　本発明のシステムには、パイプラインシステムに沿う所望箇所及び／又は便利な箇所に
配置される２つ又は３つ以上の脱塩装置を設けることができる。例えば、脱塩装置は、パ
イプラインシステムに沿う各居住地域に配置して、これらの各地域に脱塩水を供給するこ
とができる。
【００２０】
　本発明のシステムは、パイプラインシステムのセクション間に連結される複数の脱塩装
置を備えたモジュラー形態に構成できる。
【００２１】
　複数の脱塩装置は、塩水源（又は第３パイプラインセクション）と目標出口との間で、
直列に、並列に又はネットワークに連結することを考えることができる。
【００２２】
　モジュール式であるので、システムは、任意の所望レイアウトに配置できる。概してい
えば、各脱塩装置は地上に配置し、パイプラインシステムのセクションは地上及び地下の
いずれにも配置することを意図している。
【００２３】
　各脱塩装置は、第１パイプラインセクション、第２パイプラインセクション及びオプシ
ョンであるが第３パイプラインセクションと組合せて、格子又はネットワークのような全
体的システム内で他のモジュール及び／又はパイプラインシステムのセクションに連結さ
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れる脱塩モジュールを創出ことができる。他の実施形態では、１つの脱塩モジュール内で
、２つ又は３つ以上の脱塩装置を組合せることができる。
【００２４】
　各モジュールには、モジュールを他のモジュール及び／又はパイプラインシステムのセ
クションに任意適当なレイアウトで連結することを可能にするコネクタを、第１、第２及
びオプションの第３パイプラインセクションの一端又は両端に設けることができる。
【００２５】
　本発明はまた、広く、脱塩パイプラインシステムに使用する脱塩装置に関する。本発明
の脱塩装置は、脱塩チャンバを有している。脱塩チャンバは、塩水入口と、チャンバ内で
水を分散させる散水ユニットと、チャンバ内から蒸発水を取出すための蒸発水出口と、チ
ャンバ内から蒸発していない塩水を取出す塩水出口と、チャンバ内に空気流を形成する手
段とを有している。
【００２６】
　好ましくは、蒸発水から淡水を抜取る凝縮チャンバが設けられる。
【００２７】
　本発明はまた、広く、脱塩装置に流入する水を分散させる散水手段に関する。散水手段
は、水を通しかつ分散させるシャワー、スプレー又は他の散水装置の１つを有している。
【００２８】
　脱塩で分散された水は、任意適当な装置によりチャンバ内の空気流中に懸濁される。例
えば、水は、蒸発パッド上に噴霧されることにより懸濁される。
【００２９】
　塩は、一般にチャンバ及びパイプラインシステムから取出すことができ、或いは第１パ
イプライン内の塩水に戻され、これにより第１パイプライン内の塩分濃度が高められる。
【００３０】
　任意適当な脱塩チャンバ形状を選択できる。異なる形状の脱塩チャンバは、異なる用途
に適応できる。可能な脱塩チャンバ形状の例として、
　・幅より高さの方が大きい円筒状、
　・高さより幅の方が大きいパイプライン形状
がある。
【００３１】
　脱塩チャンバ内の圧力は、オプションとして、蒸発効率を更に高めるため、任意適当な
手段により低下させることができる。
【００３２】
　他の或る利益が得られるガスを導入するため、自然空気の代わりに又は自然空気に加え
て、他のガス混合物を脱塩チャンバに供給できる。例えば、脱塩チャンバ内の空気中又は
水中に含まれることがある薬品又は生物学的薬剤を無害化するガスを使用できる。
【００３３】
　蒸発プロセスを誘発し又は減じるため、オプションとして、脱塩チャンバ内のガス混合
物を自然空気から変えることができる。これは、或る汚染物質の蒸発を防止し又は減じる
ため、蒸発が行われる温度を低下させるのに使用できる。
【００３４】
　一形態では、脱塩チャンバは、チャンバ内で生成された塩を収集するための集塩器を有
している。しかしながら、チャンバ内で生成された塩は、収集のため及びできるならば目
標出口又はパイプラインシステム内の他の適当な箇所で処理するため、第１パイプライン
内に戻すことができる。集塩器は、チャンバ内に設けるか、別のチャンバを形成すること
ができる。
【００３５】
　チャンバからの塩の除去は、蒸発していない塩水中に懸濁する塩を取出し、次に、懸濁
塩のない濾過パイプを介して塩水に戻すことにより達成されることは理解されよう。
【００３６】
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　好ましくは、第１パイプラインから供給される塩水は、各脱塩装置に到達する前に加熱
される。塩水の加熱は任意適当な手段により行われ、好ましい形態では、ソーラー水ヒー
タにより加熱される。好ましくは、塩水は少なくとも５５℃の温度に加熱される。一般に
、システムの効率は、各モジュールに供給される水温が高いほど高くなる。
【００３７】
　脱塩チャンバの選択されたガス混合物の温度の如何にかかわらず、水を沸点まで加熱す
る必要はないが、沸点まで加熱することは特定用途では有利であることを理解されたい。
【００３８】
　他の作動の副生物として利用できる低グレードの熱を使用することによりシステムのコ
スト有効性を高めることができることも理解されよう。この点に関し、本発明は、工場で
の洗浄水として最も有効に再利用できるようにする。
【００３９】
　チャンバ内からの蒸発していない塩水の取出しは、チャンバ内に収集され又はチャンバ
の底に向かって収集された塩水に熱サイホンとして作用するソーラー水ヒータを含む適当
な手段により行われる。或いは、チャンバの底から又は底に向かって塩水を取出しかつ塩
水を第１パイプラインに戻すのに、ポンプ又はスクリュウを用いることができる。
【００４０】
　脱塩チャンバには、蒸発水出口を通して蒸発水を抜取りする補助を行うための抜取りフ
ァン、タービン又は他の空気流発生手段を設けることが好ましい。抜取りファン、タービ
ン又は他の空気流発生手段は、ソーラー式動力源及び／又は風力ユニットを含む任意適当
な手段を動力源とすることができる。
【００４１】
　好ましい形態では、脱塩チャンバは気密にされ、最大量の清浄水回収を行うが、環境条
件により清浄水の回収を好ましくする一定の状況では、溶液のエネルギーコストを、空気
流の外部取入れ及び排気を使用することによって軽減させるのがよい。
　システム内に入る正味のエネルギー量は、システムから出るエネルギー量と等しくなけ
ればならないので、また、周囲温度に対して失われるエネルギー量は、断熱されていれば
、システム内に入る正味のエネルギー量よりも少ないので、残りのエネルギー量はシステ
ムから出て行かなければならない。このエネルギーが、システムから任意適当な手段、例
えば、加熱パン又は蒸発器によって取出された塩固形物を乾燥させるのに有利に用いられ
ることに注目すべきである。このように出口エネルギーを使用する結果、固形廃棄物を乾
燥させることによってその重量及び容積を更に減少させる。かくして、いくつかの環境で
は、蒸発した水が捕捉され、更に、回収される清浄な水のパーセント割合を増大させるこ
とができるが、乾燥プロセスを遅延させる傾向があるので、各適用例ごとに適当な選択が
なされなければならない。
【００４２】
　脱塩パイプラインシステムには、第１パイプライン及び第３パイプライン内の塩水を、
パイプラインに沿って目標出口に向かってポンプ送りする手段を設けることができる。同
様に、システムには、第２パイプライン内の少なくとも部分的に脱塩された塩水を目標出
口に向かってポンプ送りする手段を設けることができる。第１、第２及び第３パイプライ
ンの各々に異なる流量を発生させることも適していることは理解されよう。ポンプを行う
任意適当な手段として、ソーラー式動力源及び／又は風力動力源を使用できる。
【００４３】
　外部周囲温度への熱エネルギ損失を低減させるため、第１、第２及び第３パイプライン
は、各脱塩装置に隣接するそれぞれの長さ部分の少なくとも一部に沿う種々の長さを断熱
することができる。任意適当な断熱形式を採用できる。
【００４４】
　外部周囲温度への熱エネルギ損失を低減させるため、脱塩チャンバを断熱することもで
きる。任意適当な断熱形式を採用できる。
【００４５】



(27) JP 2009-516788 A 2009.4.23

　蒸発エネルギの正味必要量を低減させかつ凝縮速度を増大させるため、凝縮チャンバに
は、凝縮プロセスを通して回収されたエネルギを蒸発プロセスに戻すための熱交換器を設
けることができる。
【００４６】
　蒸発チャンバ内で得られる水分を増大させるため、空気流を予熱することは有利である
。空気流は、ソーラー式ヒータ及び熱交換器の使用、利用できる低グレードの熱又は他の
任意の手段を用いて予熱できる。
【００４７】
　他の態様では、本発明は、広く、塩水の脱塩方法に関する。本発明の方法は、塩水を、
塩水入口を通して脱塩チャンバ内に供給する段階と、チャンバ内で水を分散させる段階と
、チャンバ内に実質的に渦の無い空気流を供給する段階と、チャンバから蒸発水出口を通
して蒸発水を取出す段階と、チャンバ内から塩水出口を通して蒸発していない塩水を取出
す段階とを有している。
【００４８】
　蒸発水は、チャンバ内から蒸発水出口を通して、凝縮チャンバ内に導くことができる。
【００４９】
　分散された塩水は、チャンバ内で水スプレー、シャワー、霧化又は他の散水形態を形成
するために、これらを含む任意適当な形態にすることができるが、これらに限定されるも
のではない。好ましくは、チャンバ内の空気流は、蒸発水の捕捉を補助するために、分散
水の経路を横切る又はそれにぶつかる又はその中を通る方向に向けられる。水は、蒸発パ
ッドを含む任意の手段により空気流内に懸濁させることができる。空気流は、予熱するこ
ともできる。
【００５０】
　本発明の方法には、チャンバ内から、塩出口を通して塩を取出す段階を設けることがで
きる。しかしながら、蒸発していない塩水中に懸濁された塩は、塩水出口を通して取出す
ことができる。
【００５１】
　本発明の方法には、脱塩チャンバに流入する前に塩水を加熱する段階を設けることがで
き、これにより、脱塩システムの全体的効率が望ましく高められる。
【００５２】
　本発明の方法には、チャンバ内からの蒸発水の取出しを増強するために、抜取りファン
、タービン又はチャンバ内の他の装置を作動させる段階を設けることができる。
【００５３】
　塩水出口は、第１パイプラインに流体連通していることが好ましい。
【００５４】
　脱塩チャンバから取出される塩水には、溶解固形物及び懸濁固形物の両方を含めること
ができる。好ましくは、塩水は、脱塩チャンバから取出され、次に、懸濁固形物が戻され
ることを防止する任意の手段により第１パイプラインに戻される。
【００５５】
　本発明のシステムを、水を脱塩する観点で説明したが、本発明のシステムは、塩の除去
に限定されず、水又は他の任意の流体中の任意の不純物を除去することにも実用的な制限
内で使用できることを理解されたい。従って、用語「水」とは、任意の流体を含むもので
あり、用語「塩」とは、水（又は他の流体）の任意の不純物を含むものであると理解すべ
きである。
【００５６】
　この点で、流体の汚染除去（汚染除去）を行う装置を提供することも望まれている。
【００５７】
　かくして、本発明の他の広い態様に従って、汚染除去パイプラインシステムが提供され
る。本発明のパイプラインシステムは、汚染除去された流体を搬送するための、汚染除去
流体源から延びる第１パイプラインと、少なくとも１つの汚染除去ユニットとを有してい
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る。各汚染除去ユニットは第１パイプラインに流体連結されていて、汚染除去流体を第１
パイプラインから少なくとも１つの汚染除去ユニットに引くことができる。汚染除去ユニ
ットは、第１パイプラインから引かれた少なくとも一部の汚染除去流体を汚染除去するた
めに設けられる。各汚染除去ユニットは、汚染除去された流体源と目標出口との間を延び
る第２パイプラインに流体連結されており、これにより、汚染除去ユニット内で汚染除去
された流体は第２パイプラインに搬送される。少なくとも１つの汚染除去ユニットは、汚
染除去チャンバを有する。各汚染除去チャンバは、使用中に実質的に渦の無い空気流を汚
染除去チャンバ内に生じさせるように空気流を汚染除去チャンバ内に供給するように構成
された取入れ口を有する。
【００５８】
　本発明はまた、広く、汚染除去パイプラインシステムに使用する汚染除去ユニットに関
する。汚染除去ユニットは汚染除去チャンバを有し、脱塩チャンバは、汚染除去された流
体の入口と、チャンバ内に流体を分散させる分散ユニットと、蒸発された流体をチャンバ
内から取出す蒸発流体出口と、蒸発していない汚染流体をチャンバ内から取出す汚染流体
出口と、チャンバ内に実質的に渦の無い空気流を形成する手段とを備えている。
【００５９】
　更に、本発明は、広く、汚染除去チャンバ内に流入する流体を分散させる流体分散手段
に関し、本発明の流体分散手段は、流体を通しかつ分散させるシャワー、スプレー又は他
の流体分散装置の１つを有している。
【００６０】
　本発明はまた、広く、流体を汚染除去する方法に関し、本発明の方法は、汚染された流
体を、汚染除去流体入口を通して汚染除去チャンバ内に供給する段階と、流体をチャンバ
内で分散させる段階と、チャンバ内に実質的に渦の無い空気流を形成する段階と、蒸発流
体をチャンバから蒸発流体出口を通して取出す段階と、蒸発していない汚染流体をチャン
バ内から汚染流体出口を通して取出す段階とを有している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００６１】
　以下、添付図面を参照して本発明の好ましい実施形態を説明する。図面は、前述の本発
明の広い概念を制限するものではないことを理解されたい。
【００６２】
　図１を参照すると、ここには脱塩パイプラインシステムの一部が示されている。脱塩パ
イプラインシステム１０は、塩水源１４から延び、塩水を搬送するための第１パイプライ
ン１２を有している。脱塩パイプラインシステム１０は、塩水脱塩装置１８を有している
。塩水脱塩装置１８は、連結パイプ２０、２２を介して第１パイプライン１２に流体連結
されている。連結パイプ２０により、塩水を第１パイプライン１２から脱塩装置１８に引
くことを可能にする。連結パイプ２２により、脱塩装置１８内で脱塩されなかった塩水を
第１パイプライン１２に戻すことを可能にする。
【００６３】
　塩水脱塩装置１８は、第１パイプライン１２から引いた塩水の一部を脱塩するように構
成されている。実際、脱塩装置１８は、塩水の一部を淡水に変換することを意図したもの
である。脱塩装置１８は、各脱塩装置１８と目標出口１６との間を延びる第２パイプライ
ン２４に連結パイプ２７を介して流体連結され、これにより、脱塩装置１８内で生成され
た脱塩（蒸発）水が第２パイプライン２４に搬送される。第２パイプライン２４は、脱塩
された淡水のみを搬送する。
【００６４】
　脱塩パイプラインシステム１０は、塩水源１４から延びる第３パイプライン２６を有し
、第３パイプライン２６は、第１パイプライン１２に連結パイプ２８を介して流体連結さ
れている。第３パイプライン２６は、オプション（任意）であり、この実施形態では、脱
塩装置１８が第１パイプライン１２から取出した塩水を脱塩するときに塩水を第１パイプ
ライン１２に補充するためのものである。
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【００６５】
　一般に、目標出口１６には、ダム、リザーバ、集水域又は他の淡水リザーバが含まれ、
塩水源１４は海であると理解されよう。また、塩水源１４には、例えば塩害を受けた川又
は水路が含まれると考えられよう。この点で、本発明は、このような川又は水路の塩レベ
ルを望むように低減させるのに使用できる。
【００６６】
　図示されてはいないが、脱塩パイプラインシステム１０は、２つ又は３つ以上の脱塩モ
ジュールを有するのがよい（図９には、２つの脱塩モジュールを備えたシステムが示され
ている）。任意の数の脱塩モジュールを、パイプラインシステム１０に沿う所望の箇所及
び／又は便利な箇所に配置できる。各モジュールは、脱塩装置１８と、第１パイプライン
１２のセクション１２ａと、第２パイプライン２４のセクション２４ａと、第３パイプラ
イン２６のセクション２６ａ（オプション）とを有している。オプションとしての第３パ
イプラインが使用されない場合には、複数の第１パイプラインのセクションが互いに流体
連結されるのがよく、さもなければ、塩又は汚水の源に別々に流体連結されなくてはなら
ない。例えば、脱塩装置１８は、パイプラインシステム１０に沿って配置され、これらの
各箇所において水を脱塩する。
【００６７】
　各脱塩モジュール１８ａを塩水源１４と目標出口１６との間で直列に連結することを考
えることができる。しかしながら、脱塩モジュールであるため、脱塩パイプラインシステ
ム１０は、２つ又は３つ以上の脱塩モジュール１８ａを並列に組込んでもよい。所望なら
ば、各脱塩モジュール１８ａに２つ以上の脱塩装置１８を設けてもよい。脱塩モジュール
１８ａ及びパイプラインシステムのセクション（部分）は、任意所望の順序で構成できる
。一般的に言って、各脱塩モジュール１８ａは地上に配置されるが、脱塩パイプラインシ
ステムのセクションは、地上又は地下のいずれにも配置できる。
【００６８】
　各脱塩モジュールは、パイプラインセクション１２ａ、２４ａ、２６ａをそれぞれ、そ
れに隣接した脱塩モジュールのパイプラインセクション又はパイプラインセクションのパ
イプラインセクションに連結するコネクタ１２ｂ、２４ｂ、２６ｂを有している。
【００６９】
　脱塩パイプラインシステム１０に使用される脱塩装置１８は、図４、図５及び図６によ
り詳細に示されている。脱塩装置１８は、脱塩チャンバ３０を有している（図１の拡大挿
入図も参照されたい）。脱塩チャンバ３０は、塩水を第１パイプライン１２から連結パイ
プ２０を介して受入れる塩水入口３２と、スプレー又はシャワー形ヘッド４６の形態をな
す散水ユニットとを有している。作動に際し、脱塩チャンバ３０は、それに入る塩水の塩
分割合よりも大きい塩分割合を有する高温の塩水を収容している。塩は脱塩チャンバ３０
の底に集合し易く、周期的に除去される。脱塩チャンバ３０はまた、蒸発水を脱塩チャン
バ３０内から連結パイプ２６を介して第２パイプライン２４に取出す蒸発水出口３６と、
蒸発していない塩水を脱塩チャンバ３０から取出す塩水出口すなわちオーバーフロー３８
とを有している。オーバーフロー３８は、チャンバ壁の任意適当な位置に設けられる。
【００７０】
　脱塩装置１８は集塩器４０を有し、蒸発していない全ての塩水が、脱塩チャンバから第
１パイプラインに戻る前に集塩器４０に通される。集塩器４０はまた、脱塩チャンバ３０
内で生成された塩を収集するために設けられる。しかしながら、他の実施形態（図３に示
す実施形態）では、脱塩チャンバ１８内で生成された塩は、第１パイプライン１２内に戻
されて収集され、できるならば、目標出口１６又は脱塩パイプラインシステム１０内の他
の適当な箇所で処理される。集塩器４０は、図３に参照番号２１８で示すように、脱塩チ
ャンバ３０内に設けられてもよいし、図示のように別体のチャンバとして形成されてもよ
い。
【００７１】
　ソーラー式水ヒータ４２が、第１パイプライン１２と脱塩チャンバ３０との間に流体連



(30) JP 2009-516788 A 2009.4.23

結され、塩水が脱塩チャンバ３０に入る前、塩水を約５５℃又はそれよりも高い適当な温
度に加熱する。塩水を加熱することにより、脱塩チャンバ３０内での蒸発レベルが増大さ
れる。これにより、脱塩チャンバ３０内での脱塩プロセスの効率が高められる。
【００７２】
　熱サイホンとして作用する第２ソーラー式ヒータ４４が、集塩器４０内から蒸発してい
ない全ての塩水を除去する。蒸発していない塩水は、パイプ２２を通って抜取られ且つパ
イプ５００を介して第１パイプライン１２に戻される。
【００７３】
　ソーラー式ヒータは必ずしも使用する必要はなく、或る産業用途では、他の熱源又はエ
ネルギ源の方がより良い選択となることもある。任意の形式のヒータを使用できるが、他
のヒータが熱サイホンとして作用しない場合には、ヒータ以外にポンプが必要になること
もある。
【００７４】
　脱塩チャンバ３０内において、この脱塩チャンバ３０内に入る塩水を脱塩チャンバ３０
の頂部から下方に向かって噴霧し、シャワー吐出し又は分散させるためのシャワー装置又
はスプレー装置４６が設けられている。塩水は、塩水からの淡水の蒸発を補助するために
分散される。塩水を必ずしも下方に噴霧する必要がないことが理解されよう。塩水を、例
えば上向きに噴霧させてもよい。また、脱塩チャンバ内に入る塩水が、例えば蒸発パッド
内で懸濁させるべきものである場合、実際には塩水を噴霧させる必要はなく、塩水を簡単
に脱塩チャンバ内に注いでもよい。
【００７５】
　脱塩（蒸発）プロセスを更に補助するために、高温の塩水のシャワー又はスプレーを横
切るように又はそれにぶつかるように又はその中を通るように、実質的に渦の無い空気流
を脱塩チャンバ内に供給する空気取入れ口４８（図４及び図５参照）が設けられている。
【００７６】
　脱塩チャンバ３０は、蒸発水を蒸発水出口３６から抜取るための抜取りファン５０を有
している。抜取りファン５０は、任意適当な手段を動力源とし、図示の実施形態ではソー
ラーパネル５２を動力源としている。抜取りファン５０は、連結パイプ２７内に配置され
てもよい。
【００７７】
　脱塩パイプラインシステム１０は、１つ又は２つ以上のポンプ（図示せず）の形態をな
し且つ塩水を第１パイプライン１２及び第３パイプライン２６の各々を通して目標出口に
向かってポンプ送りするための手段を有している。同様に、脱塩パイプラインシステム１
０は、１つ又は２つ以上のポンプ（図示せず）の形態をなし且つ第２パイプライン２４内
の脱塩された水を目標出口に向かってポンプ送りするための手段を有している。これらの
ポンプは、ソーラー又は風力を動力源とするもので構成されてもよいし、他の任意適当な
ポンプで構成されてもよい。
【００７８】
　図示していないが、第１パイプライン１２、第２パイプライン２４及び第３パイプライ
ン２６の各々は、それらの脱塩装置１８に隣接し又はその近くの長さ部分の少なくとも一
部に沿って断熱され、低温の外部の周囲温度へのエネルギ損失を低減させる。任意適当な
断熱形式を採用できる。
【００７９】
　第３パイプライン２６又は第１パイプライン１２は、シェル／チューブ熱交換器５０１
（図６）の一部を形成しており、淡水蒸気が内側チューブを通って流れ且つ凝縮され、塩
水が内側チューブを包囲するシェルの中を流れる。このような構成において、塩水は、水
蒸気が凝縮するときに水蒸気から失われたエネルギを吸収する。これにより、脱塩チャン
バ３０に入る塩水の温度が上昇し、脱塩プロセスの全体的効率が向上する。熱を凝縮プロ
セスから回収するためのこの機構を、熱交換器又は任意その他の有効な手段を使用するこ
とによって達成できる。凝縮プロセスからの熱の回収は、脱塩プロセスの正味のエネルギ
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ーコストを低減させるので、全体的に有利である。
【００８０】
　作動に際し、加熱した塩水を第１パイプライン１２から塩水入口３２を通して脱塩チャ
ンバ３０内に供給する。シャワー装置又はスプレー装置４６が、加熱された塩水を脱塩チ
ャンバ３０の中で下方に噴霧し、シャワー吐出し又は分散させ、それと同時に、空気取入
れ口４８は、加熱水のシャワー又はスプレーを横切るように又はそれにぶつかるように又
はその中を通るように実質的に渦の無い空気流を脱塩チャンバ３０内に供給する。抜取り
ファン５０が、蒸発された淡水を蒸発水出口３６から抜取ることを補助する。これと同時
に、蒸発していない塩水を脱塩チャンバから塩水オーバーフロー出口３８を通して直接的
に又は集塩器４０を通して第１パイプライン１２に取出す。
【００８１】
　抜取りファン５０は、他の任意適当な装置に置換できる。例えば、圧力制御装置（図示
せず）を設けて、抜取りパイプ内の圧力が脱塩チャンバ３０内の圧力より低いレベルに維
持されるように抜取りパイプ内の圧力を制御する。このような構成は、脱塩チャンバの外
部から脱塩チャンバ内に空気を引いて、空気流を制御するのに使用することもできる。
【００８２】
　脱塩装置の作動効率を更に高めるため、加熱ユニットをスプレー装置４６に設けて、脱
塩チャンバに入る塩水を更に加熱してもよい。加熱ユニットは、ソーラーを動力源として
もよいし、他の任意適当な動力源を用いてもよい。
【００８３】
　塩及びその他の重い不純物は、オーバーフロー出口３８の下の脱塩チャンバ３０の底に
溜まる傾向を有し、周期的に除去される。
【００８４】
　脱塩チャンバ３０に入る塩水を必ずしも加熱する必要がないことが理解されよう。或る
気候条件では、脱塩プロセスは、付加加熱を行うことなく実行される。これらの気候条件
では、パイプラインの断熱も不要である。
【００８５】
　塩は、任意適当な箇所で、多数の脱塩システムから取出される。
【００８６】
　脱塩パイプラインシステム１０に沿って隣接したモジュール１８ａ間で空気圧力を移送
するための空気圧力移送チューブ５０２が設けられている。変形例として、蒸発水が逃げ
ることを防止するフィルタを有する圧力制御装置を使用して、第２パイプライン内の任意
の過剰圧力を大気中に放出させてもよい。変形例として、図７に示すように、閉鎖システ
ムを使用して、脱塩ステージ３３２内に引かれる渦の無い空気流を、プロセスの凝縮ステ
ージ３６４からの供給源としてもよい。
【００８７】
　図２に示す脱塩パイプラインシステム１１０は、図１に示したシステム１０と多くの点
で同様である。両脱塩パイプラインシステム１０、１１０の間の１つの顕著な相違点は、
脱塩チャンバ１３０から第１パイプライン１１２に戻る塩水が、ソーラーを動力源とする
熱サイホンによってポンプ送りされるのではなく、ソーラーを動力源とするポンプ１４４
によってポンプ送りされることである。この実施形態では、ポンプ１４４は、脱塩チャン
バ１３０の抜取りファン１５０の動力源として使用されるソーラーパネル１５２と同じソ
ーラーパネル１５２を動力源としている。
【００８８】
　同様に、図３に示す脱塩パイプラインシステム２１０は、図１に示した脱塩パイプライ
ンシステム１０と多くの点で同様である。この実施形態における１つの顕著な相違点は、
脱塩チャンバ２３０の抜取りファン２５０が、ソーラーパネルを動力源とするのではなく
、風力ユニット２５２を動力源としていることである。他の相違点は、脱塩チャンバ及び
集塩器が１つのチャンバ２１４内に組合わされていることである。これにより、塩及びそ
の他の重い不純物は、出口２２２ａの下の脱塩チャンバ２３０の底に溜まるのではなく、
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第１パイプライン２１２の中を通って目標出口に向かって連続する。
【００８９】
　また、この実施形態には、第１パイプライン２１２と第３パイプライン２２６との間に
連結パイプが設けられていない。その代わりに、第１パイプライン２１２を補充する塩水
は、最初、第２パイプライン２２４の外側シェルを通り、連結パイプ２５２を介して導か
れる。第２パイプライン２２４は、シェル／チューブ熱交換器又はその他の任意適当な熱
交換器として構成されている。この塩水は、次に、第２パイプライン２２４の外側シェル
から、連結パイプ２５４を介して第１パイプライン２１２に戻される。脱塩チャンバ２３
０を出た後、ソーラー式水ヒータ２４４内で加熱された塩水は、第１パイプライン２１２
に戻されて次の脱塩装置に導かれるか、脱塩チャンバ２３０に戻される。
【００９０】
　図７を参照すると、ここには、脱塩パイプラインシステム３１０の単一ユニット部分が
示されている。この実施形態では、脱塩パイプラインシステム３１０は、水再循環システ
ムとして構成されている。第１パイプライン３１２は、汚水源３１４と目標出口３１６と
の間を延びる、第３パイプライン３２６（汚水源である）及び第２パイプライン（淡水を
収容している）に流体連結されており、これらのパイプラインを通して汚水を搬送する。
【００９１】
　この脱塩パイプラインシステムは、塩水脱塩装置（この場合には汚水クリーナ）３１８
を有している。脱塩装置３１８は、連結パイプ３２０、３２２を介して第１パイプライン
３１２に流体連結されている。連結パイプ３２０は、汚水を第１パイプライン３１２から
脱塩装置３１８内に引くことができる。連結パイプ３２２は、脱塩装置３１８内で浄化さ
れなかった汚水を第１パイプライン３１２に戻すことができる。
【００９２】
　脱塩装置３１８は、第１パイプライン３１２から引かれた汚水の一部を浄化するための
ものである。実際に、脱塩装置３１８は、汚水の一部を淡水に変換することを意図してい
る。脱塩装置３１８は、汚水源３１４と目標出口３１６との間を延びる第２パイプライン
３２４に、連結パイプ３２７を介して流体連結され、脱塩装置３１８内で生成された脱塩
水が第２パイプライン３２４に搬送される。第２パイプライン３２４は、脱塩された淡水
のみを搬送する。
【００９３】
　脱塩パイプラインシステム３１０は、汚水源３１４と目標出口３１６との間を延びる第
３パイプライン３２６を有し、第３パイプライン３２６は、連結パイプ３２８を介して第
１パイプライン３１２に流体連結されている。
【００９４】
　図８には、脱塩装置３１８の拡大図が示されている。この実施形態の脱塩装置３１８は
、脱塩チャンバ３３０を有している。脱塩チャンバ３３０は、第１パイプライン３１２か
ら流体連結パイプ３２０を介して汚水を受入れる多数の塩水入口３３２を有している。こ
の実施形態では、汚水は、塩水入口３３２から蒸発パッド（図示せず）上に向かって下方
に噴霧される。作動に際し、脱塩チャンバ３３０は、それに入る汚水の濃度より高い汚れ
濃度をもつ高温の汚水を収容している。蒸発パッドの中に勢いよく流され且つ蒸発してい
ない水の中の汚物は、脱塩チャンバ３３０の底に集められる。蒸発していない汚水は流体
連結部３３１を介して取出される。汚水（懸濁固形物を含まない汚水）は、処理のために
連結パイプ３２２を介して第１パイプライン３１２に戻され、連結パイプ３２２は、懸濁
固形物が戻されることを防止するための任意適当な手段（例えばフィルタ）を使用する。
汚水は、出口３６２から取出すために抜取られる。脱塩チャンバ３３０はまた、凝縮チャ
ンバ３６４を有している。この実施形態では、凝縮チャンバ３６４は、蒸発チャンバ３３
０に空気流連通している。この実施形態では、凝縮チャンバ３６４は、ソーラー式冷却器
３６６によって冷却される。熱は、凝縮チャンバ３６４から蒸発チャンバ３３０に移送さ
れる。
【００９５】
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　凝縮チャンバ３６４内の温度の低下により、淡水の産出量を増大させる。凝縮プロセス
中に放出された熱は、蒸発チャンバ３３０内の空気の加熱に有効に使用できる。全蒸発量
を増大させるために、多数の蒸発パッドの間において加熱を追加することを有利に使用で
きる（塩水入口３３２と脱塩チャンバ３３０とが隣接していることに留意されたい）。
【００９６】
　任意適当なヒートポンプ装置を使用できるが、ソーラーを動力源とするヒートポンプ及
び／又は高効率ヒートポンプを使用するのが有利である。エネルギを凝縮プロセスから回
収してそのエネルギを蒸発プロセスに入力させることは、蒸発プロセスの正味エネルギコ
ストの低減に有利である。
【００９７】
　この実施形態では、ソーラー式冷却器は、汚水が蒸発チャンバ３３０に流入する前、汚
水からのいくらかの熱を使用する。このことは、ソーラー式冷却器３６８の効率、凝縮チ
ャンバ３６４からの熱の回収、及びこの回収熱の蒸発チャンバ３３０内への入力によって
有利になる。
【００９８】
　空気は、流れ制御ファン３７０を用いて、脱塩チャンバ３３０を通して循環される。
【００９９】
　この実施形態では、汚水が連結パイプ３２０を介して抜取られる前、且つ、蒸発チャン
バ３３０内に流入する前、第１パイプライン３１２のフラットプレート３７２とソーラー
式チューブヒータ３７４との組合せを使用して、汚水を予熱するのが有利である。また、
オプションとしての付加ガス加熱ユニット３７６も示されている。この実施形態では、空
気が蒸発チャンバ３３０に流入する前、フラットプレート３７２とソーラー式チューブヒ
ータ３７４との組合せを用いて、空気を予熱するのが有利である。
【０１００】
　空気及び／又は水を予熱する多くの方法により、脱塩プロセスの効率を高めることがで
きる。比較的低い温度が一層有利であるので、本発明は多くの低グレード熱源を利用でき
る。
【０１０１】
　この実施形態では、プロセスの効率を高めるか、他の幾つかの望ましい効果を得るかの
何れかのために、幾つかのガスを脱塩チャンバ３３０に有利に添加する可能性を有する選
択的なガス混合が、図７及び図８の右端に示されている。
【０１０２】
　図９は多ユニットの例４１０を示し、第３パイプライン４２６は、多脱塩ユニット４１
８に流体連結されていることが理解されよう。
【０１０３】
　本発明は、潜在的な多くの利益を与える。
【０１０４】
　システムをモジュール式に作ることができるので、特定用途に適したシステムを比較的
容易に設計することが可能になる。
【０１０５】
　モジュール式であるので、脱塩装置の故障時、補修時、メンテナンス時又はテロリスト
による破壊時、脱塩装置を比較的簡単にバイパスさせることができる。また、１つの脱塩
装置が作動不能になった場合でも、３つのパイプラインのうちのいずれかの壊れたセクシ
ョンをひとたび補修し又は置換すれば、システムの残余の脱塩装置を引き続いて作動させ
ることができる。
【０１０６】
　有利なことは、システムが、脱塩装置をパイプラインシステムに沿う任意の箇所に実際
に配置できることである。
【０１０７】
　システムに沿う任意の箇所で脱塩装置によって生成される淡水は、出口に向かう淡水パ
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イプ内又は任意の淡水抜取り箇所で連続して流れる。
【０１０８】
　有利なことは、本発明は、パイプラインシステムに沿う脱塩装置内で多量の脱塩が行わ
れるため、パイプラインシステムの最終目的地では非常に小さい脱塩プラントで済むこと
である。実際に、本発明のシステムでは、目標出口における脱塩装置の配置は選択的であ
る。
【０１０９】
　本発明の脱塩プロセスは、全体的に駆動されるものでない場合、既存の脱塩及びパイプ
ラインシステムとは異なり、ソーラー動力及び風力等の環境的に優しい動力源によって大
部分駆動される。本発明を、工業プロセスから廃熱を吸収するのにも使用することができ
、冷却を行うために使用される電気の必要を低減させ又はなくし、それと同時に、脱塩水
を生産する。
【０１１０】
　本発明のシステムは、数百キロメートルにわたる場合であっても、数千キロメートルに
わたる場合であっても、１キロメートルより短い場合であっても等しく適合可能である。
【０１１１】
　本発明のシステムは、家庭用及び／又は商業用及び／又は工業用並びに農業用に使用で
きる。
【０１１２】
　本発明のシステムは、種々の水及び他の流体から、広範囲の他のあらゆる蒸発していな
い組成物／汚染物を除去するのに使用できる。かくして、本明細書での「脱塩」について
の言及は、「脱塩及び／又は汚染除去」についての言及を含むことを理解すべきである。
本発明のシステムは、沈殿物が蒸発せず且つ流体が使用作動温度で蒸発する限り、沈殿物
を流体から除去するのに非常に有効に使用できる。一例として、本発明のシステムは、井
戸水から汚れを除去するのに使用できる。変形例として、本発明のシステムは、池からの
汚れた及び／又は汚染された及び／又は寄生虫を含む水を浄化するのに使用できる。
【０１１３】
　本発明のシステムの可能性ある更に別の使用例として、製紙プロセスで生じる不純物を
水から除去して、未処理の水に比べてより容易かつ環境的に好ましく廃棄できる淡水及び
スラッジを作ることが含まれる。
【０１１４】
　また、本発明のシステムは、容易に入手できる海水を使用可能にする。
【０１１５】
　本発明のシステムが、塩水用及び脱塩水用の別々のパイプラインを備えていれば有利で
ある。従って、塩水脱塩水を汚染することは、不可能ではないが困難である。
【０１１６】
　本発明のシステムは、川及び水路における好ましくないほど高い塩レベルを低下させる
のに、幾らかの塩水を本発明の脱塩パイプラインシステムに取入れ、次に淡水を川又は水
路に戻すことによって有利に使用できる。
【０１１７】
　塩水を目的地で処理することは、有効であるとはいえ必要なことではない。目標出口に
おいて、塩水パイプライン（第１パイプライン及び第３パイプライン）に蓋をしてもよい
。
【０１１８】
　また、高濃度の塩水を作ることが有利であることを理解されたい。従って、本発明は、
塩水を高濃度塩水及び淡水（又は低濃度塩水）の別々の産出に変換するのに使用でき、高
濃度塩水及び淡水が両方とも、例えば塩の生産において、別々に有用であることを理解す
べきである。
【０１１９】
　同様に、本発明のシステムを汚染流体の処理に使用するならば、汚染流体を高汚染流体
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及び非汚染流体の別々の産出に変換するのに有利に使用でき、高汚染流体及び低汚染流体
が両方とも有用である。
【０１２０】
　最後に、本発明の精神及び範囲から逸脱することなく、上記部品の構造及び配置に種々
の変更及び／又は付加を導入できることを理解すべきである。
【０１２１】
　本願からの優先権を主張する全てのオーストラリア国特許出願及び外国出願において求
められている特許請求の範囲を制限することなく、別掲の範囲を特許請求する。
【図面の簡単な説明】
【０１２２】
【図１】本発明の第１実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図２】本発明の第２実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図３】本発明の第３実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部のを概略図である
。
【図４】本発明の一実施形態による脱塩装置の概略的な平面図である。
【図５】図４の脱塩装置の概略的な端面図である。
【図６】図１の脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図７】本発明の第４実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
【図８】図７の脱塩パイプラインシステムの脱塩装置の拡大図である。
【図９】本発明の第５実施形態による脱塩パイプラインシステムの一部の概略図である。
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